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着目して適切な支援の在り方を検討することとした。   
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研究補助者 






＜平成 25 年度＞ 
○第１回  ５月 29 日 文部科学省初等中等教育局からのヒアリング 
○第２回  ７月 23 日 屋敷総括研究官の発表（コミュニティ・スクールの運営と 
  課題），調査設計について意見交換 
○第３回  １月 20 日 各班からの進捗状況報告 
○第４回  ２月 18 日 社会教育班からの発表 
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＜平成 26 年度＞ 
  ○第５回  ５月 14 日 今後の進め方，各班からの進捗状況報告 
  ○第６回  ７月 18 日 各班からの進捗状況報告，報告書の構成案について意見交換 
  ○第７回  11 月５日 各班からの進捗状況報告，報告書の骨子案について意見交換 
  ○第８回  １月 26 日 報告書案について意見交換 
○第９回  ３月３日 報告書最終案について協議 
 
【外部研究者等の講演会】 
 ○平成 25 年２月 18 日 廣瀬隆人 宇都宮大学教授 「地域とともに歩む学校を作る」 
 ○平成 26 年７月 18 日 牧田秀昭 福井県教育研究所調査研究部長 「教育委員会（教





ル推進協議会における事例発表校を対象として調査（平成 26 年８月） 
 ○指導行政班 
  ・都道府県・市町村教育委員会における指導行政の状況について，全市町村教育委員
会を対象として調査（平成 25 年９月） 
  ・学校訪問と学校の組織文化について，６道府県（北海道，秋田県，神奈川県，福井
県，長野県及び大阪府）の各 30 校，計 180 校を対象として調査（平成 26 年９月） 
○教員人事異動班 
 ・教職員の人事異動について，全都道府県と全政令指定都市教育委員会を対象として
調査（平成 25 年９月～12 月） 
○社会教育班 
 ・社会教育主事の配置状況等について，全都道府県と全政令指定都市教育委員会を対
象として調査（平成 25 年 10～12 月） 
・学校と地域の連携における社会教育主事有資格者の活動状況について，全都道府県































































































































表１ 地域と学校との関係   （第２章の記述の中で言及していないものについては［ ］を付した。） 






making， Local School 
Councils］ 
②地域の側が学校運
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平成 18年 12月 22日 教育基本法全部改正 （学校だけが役割と責任を負うのではなく，これまで以上に学
校，家庭，地域の連携協力のもとで進めていくため，「学校，家
庭及び地域住民等の相互の連携協力」の規定を新設。） 
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コミュニティ・スクールの指定状況の推移をみると，平成 17年度当初は 17校，平成 18 年度 53
校，平成 19年度 197校，平成 20年度 341校，平成 21年度 475校，平成 22年度 629校，平成
23年度 789校と毎年 150校前後が増加してきたが，平成 24年度には 1,183校と一気に 390校増
加し，以後も平成 25年度 1,570校，平成 26年度 1,919校と年間 350～400校の増加を見ている。 
また，平成 24年度頃から，設置する小中学校の全てをコミュニティ・スクールに指定している教育
委員会が急増してきた。 








































































（フェロー 大和 淳） 






































校合わせて１校として回答を得た。したがって，135 校に対して 108 校の調査回答（小学
校 64 校，中学校 42 校，小中一貫教育校１校，小中併設校１校）となり，実質回収率は
80.0％である。 
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（２）実施方法と実施時期 





















 全体で，「11～15 人」が４割台半ばであり最も多いが，「21 人以上」が２割強，一方で
「10 人以下」が２割台となっている。これらを平成 23 年度に文部科学省の委託研究とし
て日本大学が実施した調査結果2)（以下「23 年度調査」と呼ぶ）と比較すると，「21 人以






































































































































 筆者の行った 20 年度調査結果5)と比較すると，明らかな違いは「１ 主体的な学校運営














0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
    1 主体的な学校運営方針の決定 
    2 基本的な方針等の承認  
    3 教育課程の承認 
    4 学習活動への意見 
    5 生徒指導への意見 
       6 任用に関する意見 
      7 教委への要望・意見書 
      8 他の協議会との合同 
    9 学校教育活動の評価 
   10 保護者等からの意見収集 
   11 生徒からの意見収集 
   12 教職員からの意見収集 
   13 委員による相談窓口 
   14 協議会活動の情報提供（広報） 
      15 活動のホームページ掲載 
      16 報告会の開催 
      17 地域等によるボランティア活動 
   18 放課後子供教室等 
   19 生徒向け補習学習や講座 
   20 地域対象の生涯学習講座 
      21 学校や地域活動への支援依頼 
   22 地域住民対象の熟議 
   23 地域の交流会・行事・祭り 
   24 活動や支援のための資金づくり 
   25 その他  









































































1～2回 0.0 57.1 57.1 0.0 14.2 71.4
3～4回 40.5 78.4 64.9 27.0 24.3 81.1
5～6回 25.0 65.0 60.0 25.0 20.0 90.0
7～10回 63.6 72.7 50.0 22.7 18.2 77.2
11回以上 77.3 81.8 86.4 54.5 77.2 86.4
表1　会議開催回数と学校運営協議会活動の実施状況（％）




























































































 課題についても自由記述形式により３点以内で回答を求めた。得られた 104 校からの自
















































































































































 図 11 に具体的な学校支援の内容を示す。対象は，学校支援の実施が下部組織，別組織，
あるいは組織なしにかかわらず，回答校で実施されている学校支援全般である。 
特徴を述べると，第一に，総じて中学校よりも小学校で学校支援が積極的に行われてい
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絞ると，小学校が 30 ポイント高いという明確な違いがあり，そこには，図 11 に示された
学校支援内容の差が現れていると考えられる。 
 


























































































会議回数 大変活発 まあ活発 余り活発ではない 全く活発ではない 計
1～2回 1(25.0) 2(50.0) 1(25.0) 4（100.0)
3～4回 8(27.6) 18(62.1) 3(10.3) 29(100.0)
5～6回 10(52.6) 8(42.1) 1(　5.3) 19(100.0)
7～10回 8(42.1) 9(47.4) 1(　5.3) 1(　5.3) 19(100.0)
11回以上 11(52.4) 9(42.9) 1(　4.8) 21(100.0)
表4　会議回数と学校支援の活発さ
※各欄は学校数(構成割合：％）
支援組織 大変活発 まあ活発 余り活発ではない 全く活発ではない 計
下部組織 13(40.6) 18(56.3) 1(3.1) 32(100.0)
別組織 17(54.8) 12(38.7) 1(3.2) 1(3.2) 31(100.0)
両方 2(50.0) 2(50.0) 4(100.0)
なし 4(18.2) 13(59.1) 5(22.7) 22(100.0)
表5　学校支援組織の編成と学校支援の活発さ
※各欄は学校数(構成割合：％）






















































d 総合型 c まちづくり展開型
56校（51.9％） 5校（4.6％）
29校（26.9％） 18校（16.7％）



































1～2回 3～4回 5～6回 7～10回 11回以上
　a 管理運営特化型 1(5.6) 11(61.1) 1(5.6) 3(16.7) 2(11.1) 18(100.0)
　b 学校支援展開型 6(20.7) 10(34.5) 9(31.0) 4(13.8) 29(100.0)
　c まちづくり展開型 1(20.0) 3(60.0) 1(20.0) 5(100.0)
　d 総合型 5(8.9) 17(30.4) 9(16.1) 9(16.1) 16(28.6) 56(100.0)
会議開催頻度 計
表6　コミュニティ･スクールのタイプと会議開催頻度









































































































5) 屋敷和佳「第２分科会(中学校)参考資料」，文部科学省『平成 21 年度コミュニティ･スクール推進協議
会(岩手会場)冊子資料』2009，p79 
6) 日本大学文理学部前掲書 p66 
7)「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 47 条の５ 
8) 日本大学文理学部前掲書 p33 





























































































































































































較し（平成 19 年：46.5 ％，平成 23 年：62.3 ％），近年は教育委員会主導でコミュニティ・スクー
ルの指定が行われていることを指摘している。（青木栄一，佐藤晴雄，神林寿幸，佐久間邦友，「学
校運営協議会制度の客観的研究を目指した既存調査の整備」，『教育ネットワークセンター年報』，
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表１ 







































































































注）八戸市，岩手県の事例については，「平成 25 年度文部科学省委託調査研究報告書 学校の総合マネジメント
力の強化に関する調査研究 日本大学文理学部」及び教育委員会 HP を参照。宇都宮市，福井県・福井市の事例
については，訪問調査内容及び訪問自治体作成資料を参照。 
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（総括研究官 須原 愛記） 
 
                                                   
１ 「平成 25 年度文部科学省委託調査研究報告書 コミュニティ・スクール指定の促進要
因と阻害要因に関する調査研究」平成 26 年３月 日本大学文理学部 第Ⅳ部事例調査研
究（p268～p299） 
２ 「平成 23 年度文部科学省委託調査報告書 コミュニティ・スクールの推進に関する教
育委員会及び学校における取組の成果検証に係る調査研究報告書」平成 24 年３月 日本
大学文理学部 p189 
３ 「学校支援地域本部実践事例 Navi」ジアース教育新社（p44～47） 
４ 「平成 25 年度文部科学省委託調査研究報告書 コミュニティ・スクール指定の促進要
因と阻害要因に関する調査研究」平成 26 年３月 日本大学文理学部 第Ⅳ部事例調査研
究 p271 



































































































































































































5)平成 26 年６月改正，平成 27 年４月施行。 





























 三鷹市は人口約 18 万人である。市内には，井の頭公園などもあり武蔵野の自然がまだ
残っている。また，山本有三記念館や国立天文台，ジブリ美術館など文化，芸術に関する
施設も数多くある文化都市でもある。 









 三鷹市は，平成 21 年度より市内全ての小・中学校をコミュニティ・スクールに指定し，










































































































































































































































（総括研究官 植田 みどり） 
 
＜主要参考文献＞ 
1)三鷹市教育委員会『三鷹市立小･中一貫教育校 7 学園ガイドブック』2010 
2)三鷹市教育委員会『三鷹市教育ビジョン 2022』2012 
3)三鷹市教育委員会「三鷹市のコミュニティ･スクール」文部科学省『平成 24 年度 地域とともにある学
校づくり推進協議会（東京会場）冊子資料』pp59-68，2012 
4)三鷹市教育委員会「三鷹発コミュニティ･スクールを基盤とした小･中一貫教育」（パンフレット） 
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 平成 25 年度における主な予算は次のとおりである。 
  学校運営協議会：委員謝礼及び消耗品(計 135 万円） 
  地域交流棟管理業務委託：消耗品及び委託料(計 130 万円） 
  「選択みらい」の外部講師謝礼：（計 12 万円） 
  学校支援地域本部：謝礼，消耗品費，保険料，賃借料（計 310 万） 




























ィネーター打合せ 14 回，学校運営協議会オブザーバー参加 12 回，研修会５回，サポータ
ー交流会２回，その他説明会や会議数件を実施しており，学校支援を行う「子どもサポー
ター」は 120 名を数える。 
 「地域コーディネーター」は学校支援地域本部での業務のほかに，週４時間程度学校で
業務を行う。サポート活動の依頼件数は，平成 22 年度 15 件(参加人数 79 名），23 年度
40 件（同 258 名），24 年度 56 件（461 名）と年々増加している。サポーターの活動が多
い小学校の場合，参観日等の駐車場整理，校外学習のときの見守り，花壇作業の指導，ミ
シンや工具の指導・補助，楽器演奏の指導・補助，マラソンコースの安全管理，昔遊びの
指導，国際理解の授業の通訳など年間それぞれ 20 回を超え，延べ人数は 200 人に達する。 
 中学校では，学校支援地域本部による学校支援は余りないが，これは，「みらいのたね」
が地域交流施設に常駐しており，日常的に学校支援を行っているためである。 












































 ・保護者，学校支援地域本部，地域の企業，各種ボランティア団体など関係機関との連   
携協力が進んだ。 

























































6)聖籠町学校支援地域本部「平成 24 年度 学校支援地域本部 活動報告」2013 
7)聖籠町学校支援地域本部「にじいろ通信 第 2 号」2013 
8)聖籠町立聖籠中学校「平成 25 年度 学校要覧」2013 














平成 17 年に旧尾西市と旧木曽川町が一宮市に編入合併した。人口は 39 万人である。市立
































を受けている。平成 25 年度に市内全校がコミュニティ・スクールとなった。 































 平成 26 年度のコミュニティ･スクール予算としては，委員報償費：636 万円，事務費（お
茶代，印刷費等）：305 万円であり，全体で 941 万円となっている。このほか，関連予算
として，「学校サポーター」（コーディネーター）のための予算を 260 万円計上している。
「学校サポーター」はコミュニティ・スクール活動の推進のために使っているため，この
















































                          ※尾西第二中学校提供資料より作成 





























































































































































小さい村である。昭和 40 年代の鉱山閉山とダムの完成を境に人口の流出が続き，平成 26








平成 25 年度現在，大川小中学校は全校で 32 名（小学校 16 名，中学校 16 名）であり，
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そのうち 12 名が山村留学生である。学級は小学校３学級（複式），中学校３学級の編成で






























 会議は年間６回開催している。平成 25 年度の各回の協議内容は，以下のとおりである。 









































































は 68 名に上っている。主な学校支援には次の活動がある。 




































（総括研究官 屋敷 和佳） 
 
＜主要参考文献＞ 
1)大川村教育委員会『平成 25 年度 大川村教育行政方針』2013 
2)大川村教育委員会『村内めぐり資料』2013 
3)大川小中学校，大川村教育委員会「大川小中学校における CS への取組」（平成 25 年度「地域とともに
ある学校づくり」推進フォーラム（愛媛会場）資料）2013 
4)大川村立大川小中学校『平成 25 年度 学校要覧』2013 











 福岡市の南隣に位置する春日市は，人口 11 万人のベットタウンである。人口の流出入
が激しく，コミュニティ形成は継続して市の課題となっている。小学校は 12 校，中学校
は６校である。 
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せて 648 万円（平成 25 年度）である。このほか，文部科学省「コミュニティ・スクール
のマネジメント力を強化するための実践研究」の指定校（中学校区の各校）に対しては，


























































春日市の学校運営協議会は 15 名を定員としている（通学区域が５を超える場合は 20 名









































































































３)春日市教育委員会「平成 24 年度 春日市コミュニティ･スクール 進捗状況評価結果の分析･改善策」
2013 










 人口 52 万人を擁す，栃木県の県庁所在都市である宇都宮市（中核市）には，市立小学
校 68 校及び市立の中学校 25 校がある。 
 平成 17 年度から「地域の学校づくり」というプロジェクトを開始し，平成 18 年度から
学校評議員を解消し，「魅力ある学校づくり地域協議会」*1（以下，「地域協議会」という。）
の設置を進め，平成 20 年度には小中学校それぞれに全校配置した。また，平成 20 年度か
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らは学校支援地域本部事業として，地域コーディネーターの配置を促進している。 
















































































































































































クールの全県的な普及に取り組み（平成 15～17 年度に委託事業によるモデル校計 28 校を














































上げる。県庁所在都市である福井市は人口 27 万人弱であり，市立の小学校は 50 校，また
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は，平成 21 年度から平成 24 年度までは小中連携で教育活動の成果を上げる「教育成果を





















































2)福井県教育委員会『平成 26 年度「福井型コミュニティ・スクール推進事業」実施要項』2014 
3)福井市教育員会『「地域に生きる学校づくり推進事業」実施要項』 
4)福井市立光陽中学校「平成 25 年度 研究収録」くり推進事業」実施要項 
5)福井市立光陽中学校「平成 24 年度・25 年度魅力ある学校づくり調査研究事業 光陽中学校区教育の取
組」2014 






























































その背景として，2004年に政府文書『全ての子供のために（Every Child Matters :




























（出典）DfES, Every Child Matters : Change for Children, 2004, p.9より作成
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この政策目標を受けて，教育技能省（Department for Education and Skills, DfES，
現在は教育省（Department for Education. DfE））は，『拡大学校サービス：全ての子供






















保育 保護者支援 地域開放 社会サービス クラブ活動
・朝食クラブ ・保護者の集い ・ICTクラブ ・言語，発語治療 ・運動クラブ
・放課後クラブ ・保育士等による ・地域ボランティ ・メンタルヘルス ・美術クラブ
・休日クラブ 相談窓口 アグループ ケア ・ドラマ，ダンス
・就学前の子供向 ・読み聞かせ，計 ・応急処置訓練 ・カウンセリング クラブ
けの活動クラブ 算能力育成プロ ・栄養管理コース ・家族支援 ・音楽クラブ
・保育支援 グラム ・財務管理コース ・健康支援 ・ICTクラブ
・託児所 ・翻訳サービス ・就職活動コース ・家庭内暴力対応 ・料理クラブ
・食育のための料 ・保護者理事への ・フィットネスク ・葬儀 ・家庭学習クラブ
理教室 啓発プログラム ラブ ・10代の妊娠支援 ・自己肯定感育成
・ネット利用の安 ・図書サービス ・結婚，人間関係 プログラム








































































（表 A-3） 2003年～ 2008年までの拡大学校サービスに関わる予算（国費）
2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08
(1)地方当局を介して配分される立ち上げ
関連予算
Standards Funds : Revenue 12.6 23.8 97.65 97.65 97.65
General Sure Start Grant : Revenue 2.5 4.0 8.90 26.65 68.75
General Sure Start Grant : Capital 70.00 71.60
(2)特定の学校に配分される予算
School Standards Grant 100.00 150.00
School Standards Grant 220.00 365.00
(personalisation)
*社会経済的貧困を考慮して配分
Dedicated School Grant 220.00 565.00
(personalisation)
単位：100万ポンド
（出典）DfES, Planning and funding extended schools : a guide for schools, local
authorities and their partner organisations, 2006, p.12より作成
（表 A-4） 2008年～ 2011年までの拡大学校サービスに関わる予算（国費）
2008-09 2009-10 2010-11 合計
Start up (through Area Based Grant) 165 172 71 408
Sustainability (through Standards Fund) 40 100 155 295
Extended Schools Subsidy (through Standards 8.5 40 217 265.5
Fund)
Academic-Focused Study Support (through 0 84* 83* 167**
National Challenge and Standards Fund)
合計（Extended Schools Revenue） 213.5 396 526 1,135.5
Extended Schools Capital 84 89 46 219




（出典）DCSF, Funding Extended Schools : DCSF guidance for local authroities and




















（出典）DfES, Planning and funding extended schools : a guide for schools, local
authorities and their partner organisations, 2006,p.45より作成
（３）具体的な実践事例
（初等学校）
ロンドン市内の Harrow区にある Globe Primary School（初等学校）（６）では，子供や
保護者の状況に対応するために多様な８種類の活動を提供している。





○ Globe Child & Family Support Services
：子供及び保護者を含めた家庭への支援活動。専門的なスタッフ（social workerな
ど）が相談及び支援に当たる
○ City & Guild Accredited Level 1, 2 & 3 Maths Course
：保護者及び地域住民への活動。Harrow Adult & Community Learning Serviceと
提携して数学の学習プログラムを提供して資格取得を目指す活動








○ Community Craft & Language Cafe
：保護者及び地域住民向けの活動。カフェ形式で，英語の基本的な読み書きの力を
向上させるための学習する場を提供する活動













○ Swift and Easy Referral
：生徒向けのプログラム。性教育などを提供























































































そして，「1986 年教育法（第二）（Education Act 1986 No.2）」，「1988 年教育改革法



















９～ 20名で構成するという規定になった（「2002年教育法（Education Act 2002）」及
























設立母体 パートナーシ 保護者 教職員（校 地方当局 協同理事
ップ 長含む）
公立学校 なし なし 少なく 校長＋ 1名 1名 全体の 3
とも 2 分の 1を
地方補助学校 なし 少なくとも 2 名 超えない
（設立母体な 名あるいは，
し） 全体の 4 分の 1
を超えない
地方補助学校 少なくとも 2 名あるい なし






慈善団体管理 少なくとも 2 名あるい なし






















慈善団体立 慈善団体立 公立学校 地方補助学校 地方補助学校 アカデミー／
管理学校 補助学校 （トラストあ フリースクー
り） ル
入学関係 × ○ × ○ ○ ○
人事管理 × ＊ 1 ○ × ○ ○ ○



















































































（出典）Essex County Council, How effective is your governing body? より作成
学校理事会は，学校における最高意思決定機関として重要な機能を有している。そのた
め，多くの自治体において行動倫理規定が整備されている。例えば，南東部にあるエセッ














例えばエセックス市では，『Governor Services Essex Education Services : Welcome
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(3) DfES, Extended schools : Building on experience, 2007,pp.8-9
(4) DfES, Planning and funding extended schools : a guide for schools : local
authorities and their partner organisations, 2006, p.9
(5) TES, Budget cuts cast doubt on future of extended services, 13 August 2010
(6) http://www.glebe.harrow.sch.uk/about-us/extended-services/
(7) http://www.harper-green.bolton.sch.uk/What-are-Extended-Services/
(8) NFER, what is happening on extended schools? : annual survey of trends in
education 2006
(9) Hannah Carpenter他，Extended Services Evaluation : End of Year One Report,
DfE, 2010。全国から抽出した 1500 校への電話調査，保護者（2,253 人）及び子供
（1,307 人）への面談，363 校への郵送調査，複数校への訪問調査によって収集され
たデータを分析してまとめられたもの。







(14) DfE, Governors' Handbook, May 2014, p.23
(15) Essex County Council, Code of Conduct for the Governing Body, p.1








・Freedom and Autonomy for Schools - National Association (FASNA)








・ofsted, Extended services in schools and children's centres, 2006
・ofsted, How well are they doing? : The impact of children's centres and extended
schools, 2008・DfES, Planning and funding extended schools : a guide for schools : a
guide for schools, local authorities and their partner organisations, 2006
・DfES, Extended schools : Access to opportunities and services for all : A prospectus,
2005
・DfES, Education Improvement Partnerships, 2005
・DfES, Every Child Matters : Change for Children, 2004
・NFER, what is happening on extended schools? : annual survey of trends in
education 2006, 2006
・DfES, Evaluation of the Extended Schools Pathfinder Projects, 2004
・DfES, Evaluation of the Full Service Extended Schools Initiative : Final Report,
2007
・Ofsted, School governance : Learning from the best, May 2011
・DfE, The Constitution of governing bodies of maintained schools, 2014
・DfE, Governors' Handbook, 2014
・House of Commons Education Committee, The Role of School Governing Bodies
:Second Report of Session 2013-14, 2013
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Community School)と言われるもので，教育改善事業補助金（The Fund for the 
Improvement of Education）の一つになっている (Federal Register, 2014, p. 25846; 







(Office of Innovation and Improvement, U.S. Department of Education, 2014)。 
 
一方，民間のコミュニティ・スクール支援団体であるコミュニティ・スクール連合










などがそれぞれに役割を果たす。 (Blank, Melaville, & Shah, 2003, p. 2) 
 
コミュニティ・スクールとネイバーフッド・スクール＝Community school という用語




チルドレンズ・エイド・ソサエティ(The Children’s Aid Society)は，学校敷地内に診療所・
保健センターを設け，簡単な応急処置や歯科，メンタルヘルスの診療もできるようにして
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いることで知られており，生徒だけでなく住民も保険診療が受けられるようになっている 







されることになる。   
コミュニティ政策と（学校）教育はクリントン政権の頃から注目されていたし 
(McGaughy, 2000; Wallace, 2003)，エンパワーメント・ゾーン(empowerment zone)とい





あるプロミス・ゾーン（Promise Zones）計画であり，住宅都市開発省(Department of 
Housing and Urban Development，HUD)が所管している。2016 年までには全部で 20 地
域が指定されることになっている。 
このプロミス・ゾーン計画に関係するのは 12 省庁であるが教育省では School Climate 
Transformation Grants，Project Prevent Grants，GEAR UP，Charter Schools Program 
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 表Ｂ－１  フルサービス・コミュニティ・スクールの 2014 年度の補助金支給対象（出







ー，共同炊事場，共同浴場など）を提供しようとするものであった (Harvard University 
Library Open Collections Programs)。例えば，1887 年までには 74 のセツルメント，1890
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していった (Williams-Boyd, 2010)。 
1930 年代を学校における教育と福祉の統合の具体化と位置付けることもできるが 







である (Williams-Boyd, 2010)。 
1974 年には，Community Schools Act（初等中等教育法改正法(PL 93-380)の Section 
405）が成立し，のちに，Community Schools and Comprehensive Community Education 
Act of 1978（PL 95-561 の TitleⅧ）へと改正されていく。ここにきて法令上にコミュニ
ティ・スクールの用語が登場する。 
1980 年代の好況期には大きな進展はなかったといわれており，90 年代になって，1994




アメリカの教育界に 2001 年 No Child Left Behind Act 法が与えた影響は大きく，ここ
からは学力向上策としてのコミュニティ・スクールの側面が注目されるようになった。近
年にいたるまで，コミュニティ・スクール支持の論調は，教育改革に地域コミュニティを
動員するという思想に裏打ちされている (Baum, 2003; Orr & Rogers, 2011; Shirley, 
1997(2001))。 
連邦政府のフルサービス・コミュニティ・スクール補助事業(Full Service Community 
School)は，初等中等教育法第５章パート D サブパート１ の Fund for the Improvement 
of Education の傘の下で予算上の措置(appropriation)により行われてきた。Full-Service 
Community Schools Act of 2011 法案が民主党下院議員(Steny H. Hoyer)により提案され，
成立すれば法律に基づく補助金として教育省の予算執行権限として実施できる見込みであ
ったが成立していない（2008 年～2010 年で一旦終了する）。 
近年はオバマ大統領による切れ目のない教育支援の構想の下に，就学前教育までも含め
た領域への拡張も見られ，揺りかごからキャリアまで Cradle to Career (C2C)のキャッチ
フレーズによるオレゴン州マルトノマ・カウンティ及びポートランド市の SUN(Schools 













































のサポートが行われている (Cincinnati Public Schools, 2014)。 
またユタ州では 1992 年に州法で，school community council の規定が置かれ，1999 年
には School LAND Trust Program が法律により創設された。2001 年以降は州法(Utah 
Administrative Code R277-491)によりコミュニティ・スクールが実施されている。 












表Ｂ－２  各地のコミュニティ・スクール事業【出典：Coalition for Community 
Schools(2013)】 
  
コミュニティ・スクール名又は事業名 実施主体 地域特性 州
ABC Community Schools Partnership 地方自治体 都市 ニューメキシコ
Achievement Plus (Saint Paul, MN) コミュニティ組織 都市 ミネソタ
Baltimore City Community Schools Initiative
(Community and School Engagement Strategy
Community Resource Schools)
地方自治体 都市 メリーランド
BOOST! (United Way of Greater New Haven) NPO団体（United Way） 都市 コネチカット
Brooklyn Center Full Service Community Schools 学校区 郊外 ミネソタ
Chicago Public Schools Community Schools Initiative 学校区 都市 イリノイ
Children's Aid Society (National Center for
Community Schools)
全国展開組織 都市 ニューヨーク
Children's Services Council of Palm Beach County コミュニティ組織 都市 フロリダ
Cincinnati Community Learning Centers 学校区 都市 オハイオ
Closing the Gap in Student Performance コミュニティ組織 都市 ニューヨーク
Communities In Schools 全国展開組織 郊外 バージニア
Dayton Neighborhood School Centers 大学の支援 都市 オハイオ
Elev8 全国展開組織 都市 ニューヨーク
Evansville-Vanderburgh School Corporation (Center
for Family, School, and Community Partnership)
学校区 都市 インディアナ
George Washington High School Community School
Initiative
コミュニティ組織 都市 インディアナ
Hartford Community Schools 学校区 都市 コネチカット
Kent School Services Network コミュニティ組織 郊外 ミシガン
Lincoln Community Learning Centers 学校区 へき地 ネブラスカ
Linkages to Learning (Montgomery County, MD) 地方自治体 郊外 メリーランド
Local Investment Corporation (LINC) コミュニティ組織 都市 ミズーリ
Los Angeles Education Partnership コミュニティ組織 都市 カリフォルニア
Nashville Community Achieves 学校区 都市 テネシー
Oakland Full Service Community Schools (Oakland
Unified School District)
学校区 都市 カリフォルニア
Ogden School District 学校区 郊外 ユタ
Peoria Full Service Community Schools 大学の支援 都市 イリノイ
Providence Full Service Community Schools コミュニティ組織 都市 ロードアイランド
Redwood City Community Schools 学校区 郊外 カリフォルニア
San Francisco Beacon Initiative コミュニティ組織 都市 カリフォルニア
San Francisco Unified School District 学校区 都市 カリフォルニア
Schools as Community Hubs - Toledo NPO団体（United Way） 都市 オハイオ
Schools of the 21st Century 全国展開組織 郊外 コネチカット
Schools Uniting Neighborhoods (SUN) Community
Schools
コミュニティ組織 都市 オレゴン
The School District of Lancaster (PA) 学校区 郊外 ペンシルバニア






下院議員）２名の議員による共同提案で，Full-Service Community Schools Act of  
2014(H.R.5168)法案が第 113 議会に提出されている (Hoyer & Schock, 2014)。前述した








いる (National Education Association, 2011)。アメリカ教員連盟(AFT)も同様で，地方組
織では，コミュニティ・スクールの実践にしばしば見られる家庭訪問について，ボランタ
リーな業務として積極的に位置付けている例がある。 (American Federation of Teachers, 
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図Ｂ－１ 出典 (Afterschool Alliance, 2014b) 
  
 
表Ｂ－３  アフタースクール・プログラムの参加生徒数及びその比率【出典 


















の学校をコミュニティ・スクールにするという方針の下，学区事務局内に Office of 












初等学校 中等学校 高等学校 
児童生徒数 比率
初等学校 elementary school 5,727,605人 23%
中等学校middle school 2,326,540人 19%
高等学校high school 1,996,883人 12%
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いる）したことがある。 (Blank, Jacobson, & Melaville, 2012) 
また，連邦補助事業の活用例としては，21st Century Community Learning Center 
programを活用して，学校内にコミュニティ・ラーニング・センターを設置して，アフタ
ースクール・プログラムを実施する例などがある（オレゴン州ポートランド学校区，ノー









マ州タルサでの Tulsa Area Community Schools Initiative への参加校とそれ以外の学校
とで学力テスト結果を用いた分析については Adams(2010)などがあり，費用効果を論じた
ものとして Martinez & Hayes (2013)がある。質的な側面から包括的なアプローチで評価
する例もあり Epstein (2007)はおおむねプラスの効果があったものについてのレビュー
になっている。また，親の参加について効果を検証しているものとして Simon (2004)が，
ミドルスクールでの宿題への取組について評価を行ったものとして Van Voorhis (2003)， 
Parcel & Dufur (2001)などがあり，出席状況の改善に注目している研究もある (Epstein 
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表Ｂ－４  Shared facilities の例 (Nathan & Thao, 2007) 
 
また，小中併設校という考え方もあって，combined school とよばれることがある
(Salvesen & Hervey, 2003; Vincent, 2006)。いずれにしてもこうした学校施設の複合化は







るわけではない。例えば親の学校教育への積極的な関与 parental involvement は必ずしも






含む）が人員と時間の不足を訴えており (Westrich & Strobel, 2013)，日本においても示
唆的である。 
 
（総括研究官 本多 正人） 
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る。最新の平成 25(2013)年度調査では 668 市町村(36.7％)が指導主事数ゼロとなっている。 
「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成 19 年法律第




主事その他の職員を置く。」と改正した。同法公布に伴う通知（19 文科初第 535 号, 平成
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図 2 人口規模別都道府県配置指導主事数＋充て指導主事数 
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調査を実施した。発送数は 1,698 件。回答は 994 件。回収率は 58.5％となる。 
人口規模別の回答数は表１のとおりである。 
 





30万人以上 50万人未満 35 
10万人以上 30万人未満 147 
5万人以上 10万人未満 186 
3万人以上 5万人未満 148 
1万 5千人以上 3万人未満 149 
8千人以上 1万 5千人未満 120 








が 8,000 人以上１万 5,000 人未満の市町村で 37％，5,000 人以上 8,000 人未満の市町村で
60％，5,000 人未満の市町村で 60％となっている。 
 
   表 2 人口規模別指導主事数別市町村の割合 
  
指導主事数 
平均 無 1-5 6-10 11- 
政令市       100.0% 48.13 
50万人以上   11.1% 33.3% 55.6% 17.30 
30万人以上 50万人未満   5.7% 28.6% 65.7% 13.94 
10万人以上 30万人未満 2.0% 37.4% 42.9% 17.7% 7.30 
5万人以上 10万人未満 5.4% 79.0% 14.0% 1.6% 3.90 
3万人以上 5万人未満 14.2% 82.4% 3.4%   2.24 
1万 5千人以上 3万人未満 25.5% 72.5% 2.0%   1.35 
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8千人以上 1万 5千人未満 37.5% 62.5%     .78 
5千人以上 8千人未満 60.5% 39.5%     .45 
5千人未満 75.2% 24.8%     .31 


























政令市 39.38 8.75 7.25 17.31 48.13 72.69 
50万人以上 7.00 8.67 2.33 9.00 15.67 27.00 
30万人以上 50万人未満 11.40 2.54 1.80 4.14 13.94 19.89 
10万人以上 30万人未満 6.47 .87 .66 3.21 7.35 11.22 
5万人以上 10万人未満 3.33 .58 .42 1.43 3.90 5.76 
3万人以上 5万人未満 1.95 .30 .33 .97 2.24 3.55 
1万 5千人以上 3万人未満 1.15 .21 .23 .87 1.37 2.48 
8千人以上 1万 5千人未満 .73 .06 .12 .59 .78 1.49 
5千人以上 8千人未満 .37 .07 .17 .46 .43 1.07 
5千人未満 .25 .06 .28 .22 .31 .80 
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1.教科等教育課程に関する指導に関すること 98.7% 28.5% 48.9% 77.7% 14.1% 
2.教科研究会の運営や支援に関すること 88.9% 25.0% 44.3% 31.2% 15.7% 
3.生徒指導に関すること 97.3% 35.6% 13.6% 75.6% 10.2% 
4.適応指導教室に関すること 72.0% 60.3% 23.9% 16.8% 20.2% 
5.教育相談に関すること 90.1% 70.0% 26.1% 31.4% 11.3% 
6.特別支援教育に関すること 93.8% 36.2% 27.3% 74.1% 11.7% 
7.人権教育，同和教育に関すること 87.3% 19.8% 17.0% 25.6% 7.3% 
8.学校施設の管理に関すること 17.5% 1.7% 2.3% 28.2% 6.8% 
9.学校の管理運営への支援に関すること 69.6% 19.2% 6.8% 40.2% 3.1% 
10.学校評価に関すること 81.8% 10.8% 9.1% 7.8% 5.1% 
11.コミュニティ・スクールの運営の支援に関すること 24.5% 4.7% 9.1% 7.0% 52.3% 
12.地域が学校教育を支援する体制の構築に関すること 32.9% 13.2% 4.5% 10.0% 34.8% 
13.部活動の指導に民間や地域の人材を活用すること 42.4% 3.9% 6.8% 1.7% 20.1% 
14.放課後の児童生徒の活動の支援に関すること 17.1% 14.0% 4.5% 8.4% 28.9% 
15.土曜日の学校教育に関すること 37.6% 4.3% 3.4% 1.1% 49.5% 
16.社会教育，生涯学習に関すること 17.7% 28.0% 3.4% 24.4% 9.6% 
17.保護者等からの要望やクレームへの対応に関すること 89.6% 25.4% 10.2% 11.0% 14.4% 












表 5 指導主事数別指導主事が担当する業務 
 
指導主事数 
計 1-5 6-10 11- 
1.教科等教育課程に関する指導に関すること 98.2% 100.0% 100.0% 98.7% 
2.教科研究会の運営や支援に関すること 87.2% 89.9% 100.0% 88.9% 
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3.生徒指導に関すること 96.5% 100.0% 100.0% 97.3% 
4.適応指導教室に関すること 66.7% 85.3% 93.2% 72.0% 
5.教育相談に関すること 88.1% 95.4% 97.3% 90.1% 
6.特別支援教育に関すること 92.4% 98.2% 98.6% 93.8% 
7.人権教育，同和教育に関すること 83.9% 96.3% 100.0% 87.3% 
8.学校施設の管理に関すること 14.5% 22.0% 33.8% 17.5% 
9.学校の管理運営への支援に関すること 65.6% 81.7% 82.4% 69.6% 
10.学校評価に関すること 78.7% 89.0% 94.6% 81.8% 
11.コミュニティ・スクールの運営の支援に関すること 22.5% 28.4% 33.8% 24.5% 
12.地域が学校教育を支援する体制の構築に関すること 27.8% 41.3% 59.5% 32.9% 
13.部活動の指導に民間や地域の人材を活用すること 34.2% 60.6% 78.4% 42.4% 
14.放課後の児童生徒の活動の支援に関すること 13.3% 21.1% 40.5% 17.1% 
15.土曜日の学校教育に関すること 33.2% 45.0% 60.8% 37.6% 
16.社会教育，生涯学習に関すること 11.5% 27.5% 50.0% 17.7% 
17.保護者等からの要望やクレームへの対応に関すること 86.5% 99.1% 98.6% 89.6% 
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 表 6 指導主事数別嘱託が担当する業務 
 
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.教科等教育課程に関する指導に関すること 52.7% 21.2% 21.8% 36.9% 28.5% 
2.教科研究会の運営や支援に関すること 38.5% 20.8% 17.2% 35.4% 25.0% 
3.生徒指導に関すること 48.4% 28.3% 33.3% 53.8% 35.6% 
4.適応指導教室に関すること 47.3% 63.5% 63.2% 60.0% 60.3% 
5.教育相談に関すること 73.6% 69.6% 72.4% 63.1% 70.0% 
6.特別支援教育に関すること 51.6% 29.0% 42.5% 38.5% 36.2% 
7.人権教育，同和教育に関すること 26.4% 18.8% 9.2% 29.2% 19.8% 
8.学校施設の管理に関すること 3.3% 1.7% 0.0% 1.5% 1.7% 
9.学校の管理運営への支援に関すること 34.1% 11.9% 21.8% 27.7% 19.2% 
10.学校評価に関すること 27.5% 9.2% 1.1% 7.7% 10.8% 
11.コミュニティ・スクールの運営の支援に関するこ
と 
5.5% 5.5% 2.3% 3.1% 4.7% 
12.地域が学校教育を支援する体制の構築に関するこ
と 
18.7% 12.6% 12.6% 9.2% 13.2% 
13.部活動の指導に民間や地域の人材を活用すること 6.6% 3.8% 2.3% 3.1% 3.9% 
14.放課後の児童生徒の活動の支援に関すること 19.8% 12.6% 11.5% 15.4% 14.0% 
15.土曜日の学校教育に関すること 4.4% 4.1% 4.6% 4.6% 4.3% 
16.社会教育，生涯学習に関すること 35.2% 23.5% 26.4% 40.0% 28.0% 
17.保護者等からの要望やクレームへの対応に関する
こと 
24.2% 23.9% 27.6% 30.8% 25.4% 
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 表 7 指導主事数別教諭が担当する業務 
 
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.教科等教育課程に関する指導に関すること 50.0% 40.5% 45.0% 70.6% 48.9% 
2.教科研究会の運営や支援に関すること 57.1% 35.1% 55.0% 41.2% 44.3% 
3.生徒指導に関すること 35.7% 8.1% 5.0% 17.6% 13.6% 
4.適応指導教室に関すること 14.3% 27.0% 30.0% 17.6% 23.9% 
5.教育相談に関すること 57.1% 24.3% 20.0% 11.8% 26.1% 
6.特別支援教育に関すること 57.1% 32.4% 10.0% 11.8% 27.3% 
7.人権教育，同和教育に関すること 50.0% 10.8% 10.0% 11.8% 17.0% 
8.学校施設の管理に関すること 7.1% 2.7% 0.0% 0.0% 2.3% 
9.学校の管理運営への支援に関すること 14.3% 8.1% 0.0% 5.9% 6.8% 
10.学校評価に関すること 35.7% 5.4% 0.0% 5.9% 9.1% 
11.コミュニティ・スクールの運営の支援に関するこ
と 
28.6% 5.4% 5.0% 5.9% 9.1% 
12.地域が学校教育を支援する体制の構築に関するこ
と 
14.3% 2.7% 0.0% 5.9% 4.5% 
13.部活動の指導に民間や地域の人材を活用すること 21.4% 8.1% 0.0% 0.0% 6.8% 
14.放課後の児童生徒の活動の支援に関すること 7.1% 2.7% 5.0% 5.9% 4.5% 
15.土曜日の学校教育に関すること 14.3% 0.0% 5.0% 0.0% 3.4% 
16.社会教育，生涯学習に関すること 7.1% 2.7% 5.0% 0.0% 3.4% 
17.保護者等からの要望やクレームへの対応に関する
こと 
21.4% 10.8% 5.0% 5.9% 10.2% 








 表 8 指導主事数別指導主事以外の職員が指導主事の業務に類する業務を行う状況 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.教育長等も学校を訪問し，管理運営や教科等
の指導を担当している 
56.3% 74.9% 72.8% 68.1% 70.2% 
2.退職校長等を嘱託として雇用している 41.8% 39.1% 56.3% 73.6% 45.2% 
3.社会教育主事が教科に関する指導業務を担 1.9% 2.0% 1.9% 1.4% 1.9% 





10.8% 29.6% 41.7% 50.0% 29.3% 
5.その他 13.9% 5.4% 4.9% 6.9% 7.2% 
















  表 9 指導主事数別講師派遣依頼への対処方法 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
市町村の指導主事のみを派遣 4.4% 29.9% 42.2% 64.8% 27.9% 
市町村，都道府県本課，教育事務所，教
育センター等で調整して派遣 
27.6% 57.1% 42.2% 26.8% 46.2% 
学校に勤務する教員の中から指導力に優
れた教員を選び，派遣 
3.6% 5.6% 12.8% 7.0% 6.1% 
都道府県から派遣，学校は市町村を通じ
て依頼 
40.0% 4.7% .9%   12.2% 
都道府県から派遣，学校は直接都道府県
に依頼 
19.6% 1.3%     5.3% 
その他 4.9% 1.4% 1.8% 1.4% 2.3% 











  表 10 指導主事数別都道府県教育委員会との連携の方法 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.市町村教育委員会の訪問に都道府県の
指導主事が同行することとしている 
16.5% 22.6% 21.8% 16.7% 20.6% 
2.都道府県教育委員会等の訪問に市町村
の指導主事が同行することとしている 
20.9% 75.7% 70.0% 63.9% 61.3% 
3.所轄下の学校の情報を共有するための
協議の場を設けている 
28.3% 29.3% 37.3% 30.6% 30.0% 
4.必要に応じ所轄下の学校の情報を共有
するようにしている 
72.6% 71.4% 80.9% 81.9% 73.5% 
5.その他 7.8% 1.6% 2.7% 9.7% 3.8% 








表 11 指導主事数別市町村主催研修の講師 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.市町村教育委員会の指導主事 16.4% 79.6% 97.3% 100.0% 70.6% 
2.都道府県教育委員会の指導主事 50.3% 71.2% 65.5% 59.5% 65.4% 
3.大学等教育研究機関の講師 42.3% 65.7% 85.5% 94.6% 65.6% 
4.民間団体等の講師 25.4% 42.1% 61.8% 82.4% 44.2% 
5.現職教員，退職教員 32.3% 53.3% 68.2% 78.4% 52.8% 
6.その他 16.4% 5.8% 8.2% 14.9% 9.0% 












 表 12 指導主事数別学校訪問の方針 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.所轄下の学校を計画的に訪問 88.0% 93.5% 93.6% 98.6% 92.6% 
2.要請を受けた学校に訪問 18.5% 48.9% 53.6% 64.9% 43.4% 
3.重点的に訪問する学校を定め，訪問している 13.7% 34.6% 49.1% 66.2% 33.7% 
4.研究指定校を指導するために訪問している 9.4% 44.5% 55.5% 78.4% 40.0% 
5.その他 5.6% 1.8% 4.5% 6.8% 3.4% 









 表 13 指導主事数別学校訪問の方針（パターン分類） 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
計画訪問＋要請 4.2% 26.5% 38.2% 62.2% 25.1% 
計画訪問のみ 81.6% 66.4% 55.5% 36.5% 66.6% 
要請計画訪問 5.4% 6.2% 4.5% 1.4% 5.4% 
課題校・研究指定校訪問 2.1% .2% .9%   .7% 
その他 6.7% .7% .9%   2.1% 
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 表 14 指導主事数別学校訪問時の体制 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
指導主事が一人で訪問 5.8% 15.6% 19.6% 16.4% 13.8% 
指導主事が複数で訪問 2.4% 15.0% 27.5% 41.1% 15.6% 
教育長，教育委員，課長，指導主事等が一
緒に訪問 
70.2% 61.7% 42.2% 31.5% 59.0% 
都道府県教育委員会が計画的に訪問する
際に市町村教育委員会の担当者が同行 
13.5% 6.1% 3.9% 5.5% 7.5% 
その他 8.2% 1.7% 6.9% 5.5% 4.1% 












  表 15 指導主事数別学校訪問時の聴取・参観・指導内容 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.校長から学校経営方針について説明を
受けている 
93.2% 94.7% 94.4% 100.0% 94.7% 
2.研究主任などから，学校の校内研究計画
について説明を受けている 
30.0% 68.8% 68.5% 74.3% 60.4% 
3.教務主任などから，学校の教育課程につ
いて説明を受けている 
36.4% 58.9% 57.4% 66.2% 54.2% 
4.生徒指導主任などから，学校の生徒指導
体制について説明を受けている 
29.5% 50.6% 56.5% 62.2% 47.4% 
5.通常授業を参観している 88.2% 91.2% 86.1% 93.2% 90.1% 
6.代表授業・研究授業を参観している 30.0% 69.4% 84.3% 90.5% 63.7% 
7.代表授業・研究授業を参観し，事後協議
会に参加している 
30.0% 69.4% 84.3% 90.5% 63.7% 
8.事後協議会などにおいて，教員全体へ指 32.7% 75.9% 91.7% 95.9% 69.4% 





12.3% 41.6% 50.0% 75.7% 38.5% 
10.代表授業・研究授業の授業者に対して
個別に指導や助言を伝えている 
8.6% 47.3% 59.3% 77.0% 42.1% 
11.その他 5.5% 3.5% 7.4% 6.8% 4.7% 







 表 16 指導主事数別学校訪問時の準備書類 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.代表授業・研究授業の指導案 32.4% 70.1% 82.4% 87.8% 64.3% 
2.通常授業の指導案あるいは略案 27.4% 59.8% 66.7% 67.6% 53.8% 
3.校内研究・校内研修計画 32.9% 63.7% 69.4% 81.1% 58.7% 
4.学校経営計画 71.2% 77.3% 72.2% 87.8% 76.2% 
5.年間指導計画 46.6% 47.1% 44.4% 66.2% 48.1% 
6.学校要覧 59.8% 59.5% 56.5% 70.3% 60.0% 
7.その他 5.0% 11.2% 12.0% 25.7% 11.0% 
8.事前に準備を求める書類はない 11.9% 2.3% 0.0% 1.4% 4.1% 


























表 17 指導主事数別学校訪問時指導類型 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
校長を指導し通常授業を参観 3.12 3.80 3.69 4.19 3.65 
主任に年間計画を指導 1.61 2.87 2.91 3.50 2.62 






























0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8
Y 
X 
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 表 18 指導主事数別学校訪問の頻度 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
１校当たり年に１０回以上 6.4% 10.1% 17.9% 16.2% 10.6% 
１校当たり年に６回～９回程度 11.0% 11.7% 7.5% 16.2% 11.4% 
１校当たり年に２回～５回程度 53.9% 55.7% 45.3% 39.2% 52.9% 
１校当たり年に１回程度 26.5% 17.7% 16.0% 12.2% 19.1% 
複数年で訪問する 1.8% 4.6% 13.2% 13.5% 5.6% 
その他 .5% .2%   2.7% .4% 















県数は 28 都道府県となっている。 
 
表 19 指導主事数別 2007 年地教行法改正への対応状況 
 指導主事数 




検討している 20.0% 10.6% 15.7% 9.6% 13.3% 
実施済みか実施が決定されてい
る 
15.2% 61.7% 64.8% 64.4% 51.3% 
検討せず 64.8% 27.7% 19.4% 26.0% 35.4% 




検討している 4.4% .6%     1.4% 
実施済みか実施が決定されてい
る 
3.6% .9% .9% 1.4% 1.6% 
検討せず 92.0% 98.5% 99.1% 98.6% 97.0% 
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検討している 7.9% 7.0% 3.8% 1.4% 6.4% 
実施済みか実施が決定されてい
る 
10.6% 17.5% 22.6% 29.2% 17.3% 
検討せず 81.5% 75.5% 73.6% 69.4% 76.2% 





検討している   2.5% 2.9% 1.5% 1.9% 
実施済みか実施が決定されてい
る 
.5% 6.9% 4.9% 16.2% 5.9% 
検討せず 99.5% 90.6% 92.2% 82.4% 92.2% 








 表 20 指導主事数別教育委員会の事務体制を効率化する方法 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
1.教育委員会事務局内で業務の見直しを
行い，効率化を図っている 
78.9% 85.5% 88.2% 97.3% 85.1% 
2.首長部局と連携して効率化を図ってい
る 
27.3% 23.2% 24.5% 43.8% 25.9% 
3.ICTを有効活用している 22.0% 39.1% 52.7% 65.8% 38.7% 
4.その他 4.8% 1.3% .9% 1.4% 2.1% 
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 表 21 指導主事数別職員配置の今後の在り方 
  
指導主事数 
計 無 1-5 6-10 11- 
指導主事の増員 55.3% 55.1% 56.9% 59.4% 55.7% 
事務職員の増員 47.5% 45.8% 37.3% 50.7% 45.6% 
退職校長等非常勤職員の有効活用 41.6% 44.3% 56.9% 62.3% 46.4% 
現職教員の有効活用 11.9% 26.4% 36.3% 30.4% 24.3% 
市町村合併の推進による職員配置改善 0.9% 0.6% 0.0% 0.0% 0.6% 
他市町村と連携した指導主事雇用 11.9% 1.7% 1.0% 1.4% 4.1% 
その他 6.4% 7.0% 5.9% 11.6% 7.1% 




















































































表 22 サンプル数と回収率 
 サンプル数 回答数 回収率 
北海道 30 校 29 校 96.67% 
秋田県 30 校 26 校 86.67% 
長野県 30 校 29 校 96.67% 
神奈川県 30 校 28 校 93.33% 
福井県 30 校 27 校 90.00% 
大阪府 30 校 23 校 76.67% 
  計 180 校 162 校 90.00% 
 
調査対象校には，校長調査と教員調査の双方を依頼した。校長調査は校長自身が回答し，
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教員調査は全教諭の中から６名以上を選定して回答するよう依頼した。その結果，全教員
が回答した学校は回答 162 校中 62 校(38.3％)，全教員の 50％以上が回答した学校は 136
校(83.4％)，最も教員回答率が低い学校は教員 48 名中６名が回答していた(12.5％)。 
 






























































































































































設定し，これら 23 項目の実施状況から，23 点満点の授業研究実施水準を算出して求め
た。 




る (9)指導主事訪問の際に研究授業を公開している (10)教員一人当たりの授業研究の年間回数が１回より多い 
(11)教員一人当たりの研究授業の年間回数が１回より多い (12)指導案を教科会等で事前検討している (13)指導
案を教科会等で検討した後，全教員で検討している (14)指導案を校長等が指導している (15)指導案を指導主事
等が指導している (16)指導案修正のため先行授業を行っている (17)参観時は担当授業を自習にしている (18)






































  表 23 学校の地域社会との連携の方法 












北海道 度数 5 7 26 24 9 28 
 % 17.9% 25.0% 92.9% 85.7% 32.1%   
秋田県 度数 2 11 25 20 9 26 
 % 7.7% 42.3% 96.2% 76.9% 34.6%   
長野県 度数 9 6 21 25 6 28 
 % 32.1% 21.4% 75.0% 89.3% 21.4%   
神奈川県 度数 3 5 19 26 14 28 
 % 10.7% 17.9% 67.9% 92.9% 50.0%   
福井県 度数 19 3 20 21 3 27 
 % 70.4% 11.1% 74.1% 77.8% 11.1%   
大阪府 度数 19 16 7 17 7 23 
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 表 24 学校が地域社会と連携するために教育委員会が実施している支援 
























その他 支援無 計 
北海道 度数 11 11 10 5 20 6 0 2 29 
% 37.9% 37.9% 34.5% 17.2% 69.0% 20.7% 0.0% 6.9%   
秋田県 度数 12 12 7 11 16 11 1 2 26 
% 46.2% 46.2% 26.9% 42.3% 61.5% 42.3% 3.8% 7.7%   
長野県 度数 15 23 12 20 13 5 0 0 29 
% 51.7% 79.3% 41.4% 69.0% 44.8% 17.2% 0.0% 0.0%   
神奈川
県 
度数 16 20 9 7 6 4 3 3 28 
% 57.1% 71.4% 32.1% 25.0% 21.4% 14.3% 10.7% 10.7%   
福井県 度数 5 19 5 6 9 2 0 3 26 
% 19.2% 73.1% 19.2% 23.1% 34.6% 7.7% 0.0% 11.5%   
大阪府 度数 8 16 7 8 6 8 0 2 23 






         表 25 地域の人や保護者は学校運営に協力的か 










北海道 度数 12 17 0 29 
% 41.4% 58.6% 0.0%   
秋田県 度数 15 11 0 26 
% 57.7% 42.3% 0.0%   
長野県 度数 13 16 0 29 
% 44.8% 55.2% 0.0%   
神奈川
県 
度数 8 20 0 28 
% 28.6% 71.4% 0.0%   
福井県 度数 13 14 0 27 
% 48.1% 51.9% 0.0%   
大阪府 度数 7 15 1 23 
% 30.4% 65.2% 4.3%   
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     表 26 都道府県教育委員会が学校を訪問する頻度 














北海道 度数 23 1 3 2 0 29 
% 79.3% 3.4% 10.3% 6.9% 0.0% 100.0% 
秋田県 度数 26 0 0 0 0 26 
% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
長野県 度数 27 0 2 0 0 29 
% 93.1% 0.0% 6.9% 0.0% 0.0% 100.0% 
神奈川
県 
度数 9 0 7 11 1 28 
% 32.1% 0.0% 25.0% 39.3% 3.6% 100.0% 
福井県 度数 4 2 16 5 0 27 
% 14.8% 7.4% 59.3% 18.5% 0.0% 100.0% 
大阪府 度数 5 1 10 6 1 23 
% 21.7% 4.3% 43.5% 26.1% 4.3% 100.0% 
 






      表 27 都道府県教育委員会が学校を訪問する際の体制 










北海道 度数 14 7 13 6 27 
% 51.9% 25.9% 48.1% 22.2%   
秋田県 度数 25 15 13 0 26 
% 96.2% 57.7% 50.0% 0.0%   
長野県 度数 16 10 16 0 29 
% 55.2% 34.5% 55.2% 0.0%   
神奈川
県 
度数 10 8 8 5 21 
% 47.6% 38.1% 38.1% 23.8%   
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福井県 度数 3 9 17 1 23 
% 13.0% 39.1% 73.9% 4.3%   
大阪府 度数 3 14 8 2 18 









表 28 都道府県教育委員会が学校を訪問する際に聴取・参観・指導する事項 



























北海道 度数 27 26 25 25 27 15 19 10 2 27 
% 100.0% 96.3% 92.6% 92.6% 100.0% 55.6% 70.4% 37.0% 7.4%   
秋田県 度数 26 25 24 25 26 11 13 14 0 26 
% 100.0% 96.2% 92.3% 96.2% 100.0% 42.3% 50.0% 53.8% 0.0%   
長野県 度数 26 26 19 26 26 7 9 13 2 29 
% 89.7% 89.7% 65.5% 89.7% 89.7% 24.1% 31.0% 44.8% 6.9%   
神奈川
県 
度数 6 4 8 7 7 10 9 1 8 21 
% 28.6% 19.0% 38.1% 33.3% 33.3% 47.6% 42.9% 4.8% 38.1%   
福井県 度数 9 8 10 12 9 12 10 0 2 23 
% 39.1% 34.8% 43.5% 52.2% 39.1% 52.2% 43.5% 0.0% 8.7%   
大阪府 度数 10 11 10 13 6 8 6 0 3 21 
% 47.6% 52.4% 47.6% 61.9% 28.6% 38.1% 28.6% 0.0% 14.3%   
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     表 29 市町村の教育委員会が学校を訪問する頻度 














北海道 度数 21 1 5 1 1 29 
% 72.4% 3.4% 17.2% 3.4% 3.4% 100.0% 
秋田県 度数 26 0 0 0 0 26 
% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
長野県 度数 26 0 3 0 0 29 
% 89.7% 0.0% 10.3% 0.0% 0.0% 100.0% 
神奈川
県 
度数 18 2 7 0 1 28 
% 64.3% 7.1% 25.0% 0.0% 3.6% 100.0% 
福井県 度数 25 0 2 0 0 27 
% 92.6% 0.0% 7.4% 0.0% 0.0% 100.0% 
大阪府 度数 12 0 11 0 0 23 















    表 30 都道府県と市町村の教育委員会が学校に訪問する状況 


























北海道 度数 19 4 2 1 2 1 29 
% 65.5% 13.8% 6.9% 3.4% 6.9% 3.4% 100.0% 
秋田県 度数 26 0 0 0 0 0 26 
% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
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長野県 度数 26 1 0 0 2 0 29 
% 89.7% 3.4% 0.0% 0.0% 6.9% 0.0% 100.0% 
神奈川
県 
度数 8 1 10 2 7 0 28 
% 28.6% 3.6% 35.7% 7.1% 25.0% 0.0% 100.0% 
福井県 度数 4 0 21 2 0 0 27 
% 14.8% 0.0% 77.8% 7.4% 0.0% 0.0% 100.0% 
大阪府 度数 5 0 7 0 11 0 23 






       表 31 市町村教育委員会の学校訪問時の体制 










北海道 度数 20 3 4 5 26 
% 76.9% 11.5% 15.4% 19.2%   
秋田県 度数 17 10 9 5 24 
% 70.8% 41.7% 37.5% 20.8%   
長野県 度数 15 8 8 12 29 
% 51.7% 27.6% 27.6% 41.4%   
神奈川
県 
度数 20 16 17 4 28 
% 71.4% 57.1% 60.7% 14.3%   
福井県 度数 16 20 10 3 27 
% 59.3% 74.1% 37.0% 11.1%   
大阪府 度数 16 23 19 0 23 
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表 32 市町村教育委員会が学校を訪問する際に聴取・参観・指導する事項 



























北海道 度数 25 24 19 23 25 11 8 14 2 27 
% 92.6% 88.9% 70.4% 85.2% 92.6% 40.7% 29.6% 51.9% 7.4%   
秋田県 度数 26 25 25 25 26 11 10 15 1 26 
% 100.0% 96.2% 96.2% 96.2% 100.0% 42.3% 38.5% 57.7% 3.8%   
長野県 度数 28 24 18 27 28 9 5 17 0 29 
% 96.6% 82.8% 62.1% 93.1% 96.6% 31.0% 17.2% 58.6% 0.0%   
神奈川
県 
度数 22 21 24 26 22 19 17 10 2 28 
% 78.6% 75.0% 85.7% 92.9% 78.6% 67.9% 60.7% 35.7% 7.1%   
福井県 度数 27 25 27 27 25 27 24 14 1 27 
% 100.0% 92.6% 100.0% 100.0% 92.6% 100.0% 88.9% 51.9% 3.7%   
大阪府 度数 20 20 17 19 15 17 17 13 0 23 






          表 33 授業研究の講師として指導主事に依頼 
    有 無 計 
北海道 度数 20 9 29 
% 69.0% 31.0% 1.0 
秋田県 度数 20 4 24 
% 83.3% 16.7% 1.0 
長野県 度数 27 2 29 
% 93.1% 6.9% 1.0 
神奈川
県 
度数 23 2 25 
% 92.0% 8.0% 1.0 
福井県 度数 15 11 26 
% 57.7% 42.3% 1.0 
大阪府 度数 21 2 23 










     表 34 教育委員会による学校訪問の効果 

















北海道 度数 22 13 21 23 1 29 
% 75.9% 44.8% 72.4% 79.3% 3.4%   
秋田県 度数 22 18 20 23 1 26 
% 84.6% 69.2% 76.9% 88.5% 3.8%   
長野県 度数 24 17 17 24 0 29 
% 82.8% 58.6% 58.6% 82.8% 0.0%   
神奈川
県 
度数 23 11 18 12 2 28 
% 82.1% 39.3% 64.3% 42.9% 7.1%   
福井県 度数 22 13 24 14 0 27 
% 81.5% 48.1% 88.9% 51.9% 0.0%   
大阪府 度数 19 6 21 12 0 23 







    表 35 指導主事に期待する力量 

























北海道 度数 28 18 21 10 7 2 1 
% 100.0% 64.3% 75.0% 35.7% 25.0% 7.1% 3.6% 
秋田県 度数 24 12 26 10 9 6 0 
% 92.3% 46.2% 100.0% 38.5% 34.6% 23.1% 0.0% 
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長野県 度数 27 20 26 10 15 4 0 
% 93.1% 69.0% 89.7% 34.5% 51.7% 13.8% 0.0% 
神奈川
県 
度数 24 8 26 11 10 6 0 
% 85.7% 28.6% 92.9% 39.3% 35.7% 21.4% 0.0% 
福井県 度数 25 14 25 8 4 4 0 
% 92.6% 51.9% 92.6% 29.6% 14.8% 14.8% 0.0% 
大阪府 度数 19 16 19 8 7 10 0 
% 82.6% 69.6% 82.6% 34.8% 30.4% 43.5% 0.0% 
 




























北海道 2.32 5.14 7.50 
秋田県 4.40 2.52 7.08 
長野県 2.46 4.04 6.50 
神奈川県 2.81 10.70 13.52 
福井県 2.00 7.00 9.00 
大阪府 2.57 3.09 5.57 
 
















北海道 2.93 2.31 2.59 2.52 
秋田県 3.28 2.48 2.72 2.92 
長野県 3.03 2.59 2.52 3.25 
神奈川県 3.39 2.64 2.75 3.00 
福井県 3.15 1.96 2.48 2.27 
























に道府県別平均点を算出した。（表 40 参照） 
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表 39 学校の組織文化に関する教員調査項目の因子分析結果 
 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子 第6因子 
（3）学校改善に対する責任を意識 .776 .175 .168 .198 -.169 -.022 
（2）達成すべき使命を共有 .699 .190 .132 .216 -.220 .015 
（1）授業改善の必要性を理解 .598 .227 .097 .162 -.150 -.002 
（4）学力向上のための方法を理解 .581 .208 .184 .186 -.187 .010 
（5）働きやすい .273 .211 .118 .311 -.278 -.005 
（6）同僚の授業を参観することが
習慣化 
.247 .846 .064 .165 -.072 -.025 
（8）同僚からの効果的なフィード
バック 
.242 .690 .091 .295 -.098 -.003 
（7）授業を同僚に公開することが
習慣化 
.210 .844 .063 .137 -.091 -.005 
（14）独自の考え方で教材の作成
や開発 
.172 .076 .848 .161 -.050 .026 
（13）独自の考え方で指導方法 .190 .081 .769 .169 -.077 .007 
（15）独自の考え方で学級活動 .071 .038 .654 .092 .019 .074 
（10）同僚と授業運営等について
会話 
.151 .139 .114 .726 -.115 -.034 
（11）配慮する必要のある児童生
徒で相談 
.182 .089 .155 .608 -.133 .002 
（9）休み時間に同僚と相談 .197 .332 .120 .572 -.099 -.033 
（12）ほかの教員を自発的に支援 .329 .189 .243 .468 -.232 -.030 
（17）学校教育目標の解釈の違い
が大きい 
-.136 -.040 -.020 -.130 .723 .126 
（18）職員会議決定に受け止め方
が異なる 
-.182 -.086 -.055 -.098 .695 .089 
（16）児童生徒の特性解釈につい
て相違 
-.138 -.051 .008 -.112 .659 .079 
（21）変化を望まない -.278 -.127 -.069 -.144 .348 .270 
（20）校内研修は，従来のやり方を
受け継ぐ 
-.018 -.005 .042 -.075 .156 .855 
（19）校務分掌は，従来のやり方を
引き継ぐ 















規範 同僚性 裁量性 多様性 慣習性 
北海道 3.2227 2.6175 3.1972 3.2260 1.9807 2.6095 
秋田県 3.4891 2.8471 3.3761 3.1946 1.8895 2.5681 
長野県 3.2183 2.4375 3.2473 3.2505 1.9340 2.6524 
神奈川県 3.2477 2.7132 3.2422 3.1733 2.0154 2.8772 
福井県 3.3710 2.5647 3.3045 3.1612 1.8810 2.6487 









































北海道 2.8272 2.9302 
秋田県 2.8817 2.9615 
長野県 2.8304 2.9270 
神奈川県 2.9118 3.0410 
福井県 2.9021 3.0064 



























































堀内孜(1994), 「地方教育行政における地方教育事務所の位置」, 京都教育大学紀要 Ser.A, 
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紀要第 45 集 
国立教育研究所(1966),「教育行政に関する調査Ⅰ－指導主事を中心として－」,国立教育政
策研究所紀要第 50 集 
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1 地方分権推進会議による定義では，「地域ごとの最適の政策の形成や統合が可能になるよ
うな状態」（地方分権推進会議，2004，46ページ） 










































4 中央教育審議会教育制度分科会第 27回配布資料１を参照。 






























（小川 2014 より筆者作成） 

















































































































































































  行政単位数 市合計 中核市 特例市 市 
平均 50.44 16.46 0.95 0.93 14.59 
標準偏差 32.54 9.04 0.84 1.56 7.97 
最小 7 4 0 0 3 
最大 210 39 3 6 34 
合計 2068 675 39 38 598 





平均 15.51 3.56 0.32 13.56 2.71 
標準偏差 19.28 6.67 1.04 20.91 2.26 
最小 0 0 0 0 0 
最大 129 35 6 133 10 
合計 636 146 13 556 111 


















平均 3.17 1980.95 364.56 171.98 104.79 53.48 
標準偏差 5.59 1403.70 179.98 93.27 76.25 38.34 
最小 0 578.6 134 59 30.7 15.2 
最大 23 5976.3 935 533 313.7 159.9 















平均 5915.1463 3603.0976 7996.8 2555.8 24361.4 
標準偏差 3813.9243 2302.4177 11553.9 3215.7 14875.0 
最小 1828 1032 1507.0 792.4 7972.0 
最大 16114 9590 77238.5 21769.7 83705.4 









 小学校 中学校 
自治体数（％） 自治体数（％） 
同一市町村で異動 35 (85.4%) 33 (80.5%) 
ブロック内の他市町村で異動 4 (9.8%) 6 (14.6%) 








                                                   
12 元データは巻末の表 18を参照 













20％未満 1 (2.4%) 1 (2.4%) 
20-40％ 4 (9.8%) 7 (17.1%) 
40-60％ 15 (36.6%) 21 (51.2%) 
60-80％ 17 (41.5%) 8 (19.5%) 






20％未満 21 (51.2%) 13 (31.7%) 
20-40％ 17 (41.5%) 22 (53.7%) 
40-60％ 3 (7.3%) 5 (12.2%) 
60-80％ 0 (0.0%) 1 (2.4%) 






20％未満 31 (75.6%) 31 (75.6%) 
20-40％ 8 (19.5%) 8 (19.5%) 
40-60％ 1 (2.4%) 1 (2.4%) 
60-80％ 1 (2.4%) 1 (2.4%) 





                                                   
13 調査年度の異動総数（項目 G）を県費負担教職員総数（項目 A）で除して求めた。 

































































































































平均 2.34 0.47 0.55 341.26 62.80 29.63 18.05 9.21 
標準偏差 2.91 0.88 1.22 360.28 45.22 21.46 19.72 9.76 
最小 0 0 0 20.8 6 0 0.9 0.5 
最大 17 8 8 1983.4 280 140 112.0 56.2 









市合計 中核市 特例市 市 町 村 組合等 
平均 8.69 2.84 0.16 0.16 2.51 2.67 0.61 0.05 
標準偏差 6.43 2.40 0.39 0.44 2.17 3.03 1.58 0.29 
最小 1 0 0 0 0 0 0 0 
最大 35 14 2 2 12 17 14 3 












平均 1018.996 620.7017 1377.6 440.3 4196.7 
標準偏差 957.607 571.0739 1516.0 450.2 3299.7 
最小 91 52 32.8 22.2 391.7 
最大 5324 3178 10827.6 3908.0 17476.6 
合計 242521 147727 327868.5 104786.1 998818.3 
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図 10 関東地方の人事異動ブロック別市町村及び一部事務組合等の内訳 
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図 12 近畿地方の人事異動ブロック別市町村及び一部事務組合等の内訳 
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17 データの区間は，地方教育行政調査における教育委員会の人口規模を参考に設定した。 
























図 15 人口規模別ブロック数 
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図 17 可住地面積別ブロック数 
 
 

























































20と図 22，図 21と図 23が対応している。こちらもグラフから明らかなように，ブロッ
ク内異動率の高低によって，一定の傾向があるわけではなく，ブロック内異動率が高くと
も，同一市町村内異動率が高いブロックと低いブロックにわかれている（逆の場合も同様）。
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図 21 中学校教員のブロック内異動率とブロック外異動率 
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図 22 小学校教員のブロック内異動率の内訳 
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図 23 中学校教員のブロック内異動率の内訳 
 
  















図 25 人口 10万～30万人のブロックにおける広域異動率 
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図 29 免許外許可率とへき地等指定校比率 
 
 













図 30 青森県教育事務所の管轄区域 
 
（出典：文部科学省『全国教育委員会一覧』より） 



































所管内 28 8,689 57 545
西北教育事務
所管内 19 4,215 38 305
中南教育事務
所管内 30 7,193 59 501
上北教育事務
所管内 31 5,980 61 444
下北教育事務
所管内 16 2,251 30 170
三八教育事務
所管内 39 8,924 77 589


































































































































表 ８ 教育行政と一般行政の区域（平成 26（2014）年度） 
地域県民局 教育行政 
（教育事務所） 構成市町村名 広域市町村圏 
東青 
（1市 3町 1村） 
東青 















（3市 3町 2村） 中南 
（3市 2町 2村） 
中南 




（2市 6町 1村） 
上北 





（2市 5町 1村） 
おいらせ町 
八戸地域 
（1市 6町 1村） 三八 
（1市 5町 1村） 
三八 




（1市 1町 3村） 
下北 




（1市 1町 3村） 
（出典：筆者作成） 
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 昭和 23（1948）年 11月に青森県教育委員会が設置された後の教育事務所の変遷をたど
ると以下のようになる（青森県教育庁広報委員会，1975）。 
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県内６地区への設置を継続することとした。（青森県， 2014， 53ページ） 
 








































































管内が 53.4％，岡山市が 30.2％を占める（表９）。 
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区分 所管教委数 学校数 児童生徒数 教職員数
岡山教育事務所 12市5町 461校 136,926人 10,866人
　　　（うち岡山市） 130校 56,472人 3,925人
津山教育事務所 3市5町2村 121校 18,762人 2,137人






























区分 小学校 うち小学校（理数） 中学校 養護教諭 栄養教諭 教員計
合計 1345 78 1179 246 109 2879
県希望 954 54 882 171 91 2098
市希望 391 24 297 75 18 781
合計 554 46 308 82 12 956
県希望 361 26 226 53 11 651
市希望 193 20 82 29 1 305
合計 210 22 114 31 4 359
県希望 190 19 106 23 4 323
市希望 20 3 8 8 0 36
合計 90 10 41 9 1 141
県希望 4 0 7 0 0 11
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16年度 17～18年度 19～20年度 21年度～
４事務所 ３事務所 ２事務所
岡山管内 ３市14町 ５市４町 ５市２町 ５市２町
倉敷管内 ４市12町村 ５市３町 ５市３町 ５市３町
高梁管内 ２市10町 ２市 ２市 ２市
津山管内 １市29町村 ３市７町村 ３市７町村 ３市７町村
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異動総数 うち広域 割合 異動総数 うち広域 割合 
大阪府 1,423 133 9.3％ 790 76 9.6％ 
豊能地区 151 31 20.5％ 103 23 22.3％ 
豊中市 71 9 12.7％ 45 6 13.3％ 
池田市 28 7 25.0％ 13 4 30.8％ 
箕面市 30 5 16.7％ 27 5 18.5％ 
能勢町 13 5 38.5％ 12 4 33.3％ 



















- 218 - 
 

































































- 219 - 
 
表 16 豊能地区への移譲事務とその管理執行体制 
事務 市町教育委員会 教職員人事協議会 
採用選考テスト △（事務従事） ○ 
正規職員の採用 ○ △（給与算定） 
臨時的任用職員の採用 ○ △（給与算定） 
非常勤職員の採用 △（内申事務） × 
臨任・再任用職員の社会保険手続 ○ △（社会保険料算定） 
休職・休業等の発令 ○ × 
人事異動・兼務発令 ○ × 
管理職等の選考 △（推薦事務） ○ 
研修 ○（法定外研修） ○（法定研修） 




























小学校 149人 83人 154人 101人 
小中いきいき 10人 6人 11人 3人 
中学校 99人 81人 98人 42人 
養護教諭 6人 3人 3人 4人 




おり，最終倍率は小学校教諭で 4.8倍（平成 26（2014）年度採用の大阪府の倍率は 2.9倍，
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（総括研究官 本多 正人 第３節１，３項，第４節） 
（総括研究官 妹尾 渉     第３節２項，第４節） 
（研究補助者 櫻井 直輝 第１節，第２節，第４節） 
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平均 0.59 0.22 0.14 0.53 0.26 0.14
府県１ 0.29 0.60 0.08 0.28 0.60 0.08
府県２ 0.52 0.40 0.05 0.46 0.44 0.02
府県３ 0.44 0.22 0.31 0.42 0.26 0.28
府県４ 0.57 0.27 0.13 0.43 0.39 0.14
府県５ 0.55 0.30 0.11 0.56 0.30 0.10
府県６ 0.52 0.36 0.06 0.44 0.42 0.05
府県７ 0.41 0.51 0.06 0.41 0.47 0.07
府県８ 0.73 0.15 0.07 0.66 0.21 0.06
府県９ 0.54 0.24 0.15 0.48 0.29 0.12
府県10 0.56 0.35 0.04 0.54 0.35 0.04
府県11 0.63 0.29 0.02 0.65 0.25 0.02
府県12 0.79 0.11 0.01 0.74 0.13 0.02
府県13 0.87 0.07 0.02 0.81 0.08 0.05
府県14 0.65 0.13 0.15 0.57 0.13 0.20
府県15 0.48 0.18 0.31 0.29 0.35 0.31
府県16 0.30 0.38 0.24 0.22 0.37 0.31
府県17 0.52 0.22 0.22 0.43 0.23 0.28
府県18 0.71 0.15 0.10 0.62 0.22 0.10
府県19 0.77 0.19 0.03 0.70 0.20 0.05
府県20 0.65 0.27 0.05 0.53 0.34 0.06
府県21 0.84 0.07 0.04 0.83 0.06 0.05
府県22 0.83 0.06 0.06 0.80 0.09 0.05
府県23 0.75 0.11 0.07 0.56 0.28 0.08
府県24 0.64 0.15 0.15 0.55 0.24 0.14
府県25 0.63 0.32 0.02 0.58 0.31 0.05
府県26 0.62 0.17 0.15 0.63 0.18 0.13
府県27 0.74 0.09 0.11 0.72 0.11 0.12
府県28 0.37 0.16 0.25 0.38 0.26 0.15
府県29 0.69 0.27 0.02 0.58 0.33 0.07
府県30 0.79 0.13 0.03 0.74 0.19 0.02
府県31 0.58 0.31 0.06 0.31 0.44 0.10
府県32 0.49 0.24 0.23 0.46 0.20 0.24
府県33 0.54 0.30 0.14 0.54 0.32 0.10
府県34 0.62 0.00 0.34 0.58 0.00 0.35
府県35 0.40 0.14 0.44 0.34 0.19 0.41
府県36 0.32 0.42 0.24 0.24 0.51 0.22
府県37 0.17 0.11 0.69 0.18 0.11 0.67
府県38 0.71 0.16 0.05 0.57 0.27 0.03
府県39 0.82 0.13 0.01 0.81 0.14 0.01
府県40 0.66 0.16 0.09 0.58 0.19 0.12
府県41 0.48 0.32 0.17 0.47 0.32 0.17
小学校 中学校








青森県(2009)『青森県行政改革実施計画（平成 16年度～平成 20年度実績）』青森県 
青森県(2014)『青森県行財政改革実施計画（平成 21 年度～平成 25 年度取組実績）』青森
県 
青森県教育庁(2014年 10月 31日)県費負担教職員の人事異動及び教育事務所の再編に関す
る聞き取り(本多正人， 妹尾渉， 櫻井直輝， インタビュー質問者) 
青森県教育庁広報委員会(1975)『青森県教育の歩み』青森県教育委員会 










岡山県（2005）「地方振興局の再編（平成 17年 4月）」 










参照先: 第 30次地方制度調査会第 31回専門小委員会参考資料: 
http://www.soumu.go.jp/main_content/000219758.pdf 
地方分権推進会議（2004）「地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備について
の意見」平成 16年５月 12日。 
林剛史（2012）「教育行政単位の「適正規模」に関する一考察－県費負担教職員の人事異
動のデータ分析から－」（2012年度日本教育行政学会大会自由研究発表） 
文部科学省，(2010 年４月 15 日). 鈴木寛文部科学副大臣記者会見録（平成 22 年４月 15
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 ア 教育事務所数：４か所 
 イ 教育事務所のうち社会教育主事が配置されている教育事務所数：３か所 
 ウ 社会教育主事がいる教育事務所に配置されている社会教育主事の総人数：７名 
 エ 配置されている社会教育主事のうち指導主事と兼務発令されている者の人数：７名 
 
   【組織図】                ┌─室 長───────総務・給与担当        
                             │                                            
      所 長──副所長─┼─主席管理主事────人事・学事担当        
                             │                                            
                             │                 ┌─教育支援担当 
│                  │ （指導主事兼社会教育主事） 
                             │                  │                         
                             └─主席指導主事  ─┼─学力向上推進担当      
                                                 │                        
                                                 └─(生徒指導推進担当)    





  ・事務所の統合（平成 19（2007）年度） 
    平成 18（2006）年度：本所５・駐在３ ⇒ 平成 19（2007）年度：本所４・駐
在１ 
  ・担当の統合（平成 18（2006）年度） 





  ○市町村教育委員会に対する指導・助言及び相談業務 
  ○市町村社会教育団体等に対する指導・助言及び相談業務 
  ○社会教育として学校教育活動に対する支援 
  ○広域的な（複数の市町村にまたがる）社会教育事業等の企画・立案 
  ○地域における社会教育担当者等の養成 




 （ア）管轄市町村数 13 市町（12 市１町） 
 （イ）人口 1,907,516 人（平成 22 年国勢調査：平成 22（2010）年 10 月１日現在） 
 （ウ）小・中学校数 小学校：196 校 中学校：98 校 ※政令市のさいたま市を除く 
 （エ）指導主事と兼務発令されている社会教育主事数：２名 
イ 西部教育事務所の概要 
 （ア）管轄市町村数 22 市町村（11 市 10 町１村） 
 （イ）人口 1,900,060 人（平成 22（2010）年国勢調査：平成 22（2010）年 10 月１日
現在） 
 （ウ）小・中学校数 小学校：216 校 中学校：130 校 













































  ○市町村教育委員会に対する指導・助言及び相談業務 
  ○市町村社会教育団体等に対する指導・助言及び相談業務 
  ○社会教育として学校教育活動に対する支援 
  ○広域的な（複数の市町村にまたがる）社会教育事業等の企画・立案 
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  ○地域における社会教育担当者等の養成 




 平成 16（2004）年９月まで，和歌山県では 50 の市町村，七つの教育事務所が存在し











イ 平成 16（2004）年度の教育事務所の組織体制の状況 （表１） 
事務所名 所長 管理課 課長 指導主事 社教主事 派遣社教 相談主事 技師 合計 
伊 都 1 3 1 2 1 2 1 0 11 
那 賀 1 3 1 2 1 2 1 0 11 
海 草 1 3 1 2 1 1 1 0 10 
有 田 1 3 1 2 1 2 1 0 11 
日 高 1 3 1 2 1 3 1 1 13 
西牟婁 1 3 1 2 1 2 1 1 12 









































































平成 17年３月 31日 地方教育事務所の廃止 






























































































































   ○ 県教委の指導主事の指導・支援の下，市町村教委の指導主事間の協同的な研修
等が行われるようになったが，どうしてもトップダウン的になってしまう。 
   ○ 県教委と市町村教委がじかに情報交換でき，効率化が図られたが，（物理的，感
覚的に）距離感があり，県教委と市町村教委が疎遠になった（市町村教委の担当
者が，不安感，物足りないという不足感をもった）と感じる部分もある。 
   ○ 国や県の方針をかみ砕いて伝えてもらえなくなった。 
   ○ 地域によって温度差が出てきた。 























のため，平成 21 年度末で廃止された。 























   ・ 地域とのつながりを深める 
   ・ 市町村教委との信頼関係を構築する 
   ・ 情報の収集と地域のセンターとしての役割を果たす 
   ・ 学社連携と協働の視点をもつ 
エ 教育支援事務所の役割（社会教育に関する部分） 
   ・ 社会教育主事が指導主事とともに学校訪問を行い，学校に対して社会教育の啓
発を実施 
   ・ 本庁の事業の地方開催（予算は，本庁で） 
   ・ 県単位事業の補助 
   ・ 各市町村教委との連携と事業支援 
   ・ 小規模市町村の社会教育担当者の補助 
   ・ 社会教育関係団体の支援 
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オ 教育支援事務所復活による効果 
   ○ 市町村教委とより近い関係を構築でき，情報が得やすい 
   ○ 指導主事とともに学校訪問しているため，学校の様子が分かり，学校と地域の
連携に生かせる 
   ○ 市町村の実態を把握しやすくなり，国や県の事業をそれぞれの市町村の課題に
合わせて活用するよう指導できる 



















①  多寄中学校では 
多寄中（勤務校）において学校と地域をつなぐ学社融合コーディネーターとし
ての活動を行う。⇒ 平成 24（2012）年（週４日） 平成 25（2013）年度（週
３日） 
②  士別市教育委員会における勤務 











































   ① 県教委として社会教育主事講習の受講に当たって旅費を支出 
   ② 受講者の選考は他薦が基本 
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第２節 学校支援活動における社会教育主事有資格者の有用性について 




































































































① 岐阜県土岐市立小学校 教頭がコーディネーターとして活躍 



































































    ＜立場＞ 
○岐阜県土岐市立小学校教頭 
    ＜経歴＞ 
○教職 35 年目。17 年前に社会教育主事講習を受講し，その次年度から３年間２
町村兼務の派遣社会教育主事として勤務する。 
    ＜社会教育主事資格の取得等について＞ 
    ○17 年前に所属校校長の勧めにより社会教育主事講習を受講。 
・生涯学習に興味があったので良い機会となった。受講を通して地域に出て地
域とつながる大切さを感じるようになった。 
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    ＜コーディネートの状況＞ 
    ○子育て（乳幼児学級）活動と公民館活動，学校活動を結び付けた活動を行って
いる。 
     ・リトミック系音楽療法による親子情操教育。子供たちを交えた演奏会。町民
運動会 等 
    ○授業にゲストティーチャーとして多くの地域住民に参加してもらった。 
     ・生き方や地域のことなどの話。バレーボールの外部コーチ。 等 
  ＜コーディネートの成果＞ 
    ○仕事をする上でも地域を良くしようと考えている話をしてもらい，生徒たちは
地域を通して生き方を学んだ。 
    ○地域の教育力を学校に取り込むことができ，地域で子供たちを育てる意識，子
供たちも地域に育てられている意識を持っている。 
    ＜コーディネートを行う上での課題＞ 
    ○連携活動は教員に時間的な余裕とネットワークがなければできないが，教員も
多忙感を持っている状況である。そのため，地域が学校に入ることで児童の成
長につながることを教員に感じてもらう必要がある。 
    ○地域コーディネーターの育成や連携方法の確立などの施策が必要である。 
 
（３）社会教育主事有資格者としての活動状況 
    ＜知識や技術の活用＞ 
    ＜社会教育主事有資格者であるが故に行うことができるコーディネート＞ 
    ○社会教育主事有資格者であるということは，学校目線だけでなく，地域目線も
持っている。連携活動を通して学校のみならず地域にも有効であることを伝え
られる。 
    ○連携活動の状況を書類で報告があっても，紙面だけで地域の動きは理解できな
い。社会教育主事有資格者は経験上地域の活動が理解しやすく，また行動しや
すい。 
    ＜社会教育主事有資格者がコーディネーターとなるメリットとデメリット＞ 
    ○メリットは，ネットワーク力を持ち学校と地域の連携に関するノウハウを持っ
ていること，連携活動が学校にも地域にもプラスになることを意識して行動で
きることである。 




    ＜教育事務所からの支援の状況＞ 
    ○東濃地区社会教育振興大会の開催により，社会教育委員，公民館関係者，市社
会教育担当者，ＰＴＡや学校職員等との情報交換の機会を設定している。 
    ＜教育事務所からどのような支援を望んでいるか＞ 
    ○社会教育の経験やそれにより視野の広い教員を増やす施策を展開してほしい。
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後継者の育成として，社会教育主事有資格者の養成をしてほしい。 
     
【鹿児島県鹿児島市】地域住民がコーディネーターとして活躍 
（１）コーディネーターの属性・経歴等 
    ＜立場＞ 
○地域コーディネーター（二つの小学校を担当）５年目 
    ＜経歴＞ 
○元教員（小学校長で退職） 30 代後半に町の社会教育課に赴任し社会教育主事
として勤務する。 
    ＜社会教育主事資格の取得等について＞ 
    ○30 代後半のときに町から社会教育主事講習受講を命ぜられ受講。 
・社会教育に興味があったため，よい機会と思い受講した。 







    ＜コーディネートの状況＞ 
    ○学校支援ボランティアの募集（新聞，自治会回覧版，団体呼び掛け）と登録 
    ○学校のニーズ調査（学期ごと） 
    ○授業等への学校支援ボランティアのコーディネート 
    ○学校支援ボランティア内でのリーダー養成 
  ＜コーディネートの成果＞ 
    ○子供たちにとっては，分からないところを丁寧に教えてもらうことができると
ともに，地域の人たちが見守る中で安心して活動ができた。また，学校の中で
地域の人を知ることができた。 
    ○教員にとっては，子供たちの学習への興味関心が高まったのに加えて，満足な
顔を見ることができた。また，教員が学校支援ボランティアの活動を見て，自
分自身の勉強になった。 
    ＜コーディネートを行う上での課題＞ 
    ○学校支援ボランティアの登録をして実質的な活動をしてもらっているのは半分
以下である。また，活動者に固定化も見られる。 
    ○教科の内容に沿った学校支援ボランティアを見つけるのが困難なときがある。 
 
（３）社会教育主事有資格者としての活動状況 
    ＜知識や技術の活用＞ 
    ○社会教育主事講習の受講と子供会育成会，青年団の活動支援等の社会教育主事
としての経験を通して，青少年をどのように育てていくかという視点を得てい





    ＜社会教育主事有資格者であるが故に行うことができるコーディネート＞ 
    ○地域の方々をどう動かすかというノウハウが分かっているため，地域からの協
力が得やすい環境づくりができる。 
    ○社会教育についての知識を持っているため，ボランティアを学校に受け入れる
だけでなく，地域づくりの視点での展開に発展することができる。 




    ＜教育事務所からの支援の状況＞ 
    ○県内３地区の教育事務所が持ち回りで地域コーディネーター養成研修を行って
いる。（コーディネーターを目指す者，２年未満の経験者対象） 
    ○県内２か所で地域コーディネータースキルアップ研修を行っている。（コーディ
ネーターとして３年以上の経験者） 
    ＜教育事務所からどのような支援を望んでいるか＞ 
























































































（社会教育実践研究センター長 渡部 徹） 





























学校名 市／区／町／村立 小学校／中学校 回答者氏名
Ⅰ．貴校の状況について
【問１】貴校の所在する地域の状況について，該当するものを選んでください。(複数回答可）
1 商業地域 2 工業地域 3 市街地 3 古くからの住宅地 4 新興住宅地











































































































































































































1 いる 2 いない → 問 33へ
【問30】学校支援コーディネーター等は，学校にどの程度来ますか。複数の担当者がいる場合は延べ
回数で回答してください。
1 毎日 2 週に 3日程度 3 週に 1日程度 4 月に 1～ 2回程度 5 上記未満
6 その他（具体的に ）
【問31】学校内に学校支援コーディネーター等の机等は確保されていますか。
1 専用のものが確保されている 2 専用ではないが確保されている 3 ない
【問32】教育委員会による学校支援コーディネーター等の研修の機会はありますか。
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貴教育委員会名                       （            ） 
都道府県                          （            ） 
貴市区町村を担当している教育事務所か都道府県教育委員会の部局（            ） 
御回答の担当者名                （                  ） 






 1．50万人以上         2．30 万人以上 50 万人未満   3．10万人以上 30万人未満 
4．5万人以上 10万人未満    5．3 万人以上 5万人未満    6．1万 5千人以上 3 万人未満 
























教育委員会本課               
教育研究所等               
適応指導教室※1               
  ※１ 適応指導教室が教育研究所等の中に設置されている場合は，教育研究所等の欄に合算して御回答ください。 
   ２ 管理職，指導主事以外の常勤職員で「事務等」とは，事務職員，技術職員，労務職員等を想定しています。 
   ３ 管理職，指導主事以外の常勤職員で「教員出身者」とは，社会教育主事，管理主事，人事主事，指導員，研究
主事，研修主事等の名称で学校教育や社会教育等の指導業務に従事している職員を想定しています。 
   ４ 嘱託・非常勤職員で「教員出身者」とは，退職校長等が指導員，研究主事，研修主事等の名称で学校教育や社
会教育等の指導業務に従事している場合を想定しています。 
 






















   ※「教諭」の欄では，優秀教員など学校の教員の中から選ばれた教員が教育委員会の業務を担当する場合につい
て御回答ください。 
       ※教育長や課長等の管理職，事務職員等が担当している業務についてはお答えいただく必要ありません。 
 













指導主事 1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14  15  16  17  18 
退職校長等嘱託 1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14  15  16  17  18 
教諭※ 1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14  15  16  17  18 
1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14  15  16  17  18 
1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14  15  16  17  18 
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５．2007（平成 19）年の地教行法改正で市町村教育委員会事務局に指導主事配置の努力義務が規定され
ましたが（地教行法第 19 条 2 項），その改正以降，貴教育委員会では下記の検討が行われていま
すか。（1～4の項目ごとに当てはまるもの一つに○） 
 1. 検討している 
2. 実施済みか，実施が決定されている 
3. 検討せず 
1.市町村費による指導主事の配置（新設や定員増） 1   2   3 
2.複数の市町村で指導主事を共同設置すること 1   2   3 
3.退職校長等を有効活用して指導主事数を実質的に増やすこと 1   2   3 
4.現在派遣されている県費負担の指導主事の定員減か廃止 1   2   3 





























5. その他（                                       ） 
 



























































































                                   国立教育政策研究所 
 
Ⅰ．まず，貴校のことについてお教えください 
(1)  学級数（特別支援学級や日本語学級を含みます）            
(2)   （１．学級数のうち，特別支援学級数をお答えください          ） 
(3)   （１．学級数のうち，日本語学級数をお答えください          ） 
(4)  教諭数（助教諭，講師，養護教諭，栄養教諭等は含めません）           
(5)  平成 26年度全国学力・学習状況調査の学校の平均点（国語，数学，Ａ，Ｂを総合して） 
   1.全国平均より 3ポイント以上高い 2.全国平均と同程度 3.全国平均より 3ポイント以上低い 
(6)  貴校の地域環境 
    1.大きな問題はない  2.他校と変わりない  3.どちらかといえば問題を抱えている 
 
Ⅱ．貴校の地域社会との関係についてお答えください 
(7)  貴校には学校運営協議会が組織されていますか     1.はい 2.いいえ 
(8)  貴校には学校支援地域本部が組織されていますか    1.はい 2.いいえ 
(9)  貴校には地域の人が参加する学校関係者評価委員会が組織されていますか 1.はい 2.いいえ 
(10)  貴校では授業で地域の方がボランティアで参加する機会がありますか  1.はい 2.いいえ 
(11)  貴校では学校公開日以外に地域の方が日常的に授業を参観することがありますか 1.はい 2.いいえ 







7. その他の支援（              ） 
8. 教育委員会からの支援はない 
(13)  地域の人や保護者は学校運営に協力的ですか 
   1.大変協力的  2.ある程度協力的  3.余り協力的でない  4.協力的でない 
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Ⅲ．貴校を所轄する都道府県・市町村教育委員会の訪問体制についてお答えください 
(14)  都道府県教育委員会（あるいは教育事務所）が貴校を訪問する頻度をお答えください 






















9. その他（              ） 
(17)  市町村教育委員会が貴校を訪問する頻度をお答えください 











4. その他（              ） 












9. その他（              ） 
(20)  (14)や(17)の訪問のほかに，指導主事に授業研究の講師等を依頼することはありますか 







5. その他（              ） 







7. その他（              ） 
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Ⅳ．貴校の授業研究についてお教えください 
(23)  研究推進委員会など校内研究のための全校的な委員会を組織していますか  1.はい 2.いいえ 
(24)  全校的な委員会のほか，研究テーマに即して部会を設定していますか  1.はい 2.いいえ 
(25)  学校として一つの研究テーマを設定していますか     1.はい 2.いいえ 
(26)  個人で研究テーマを設定しますか       1.はい 2.いいえ 
(27)  校内研究の年間スケジュールを前年度末に策定していますか   1.はい 2.いいえ 
(28)  全教員が研究授業を行うこととしていますか     1.はい 2.いいえ 
(29)  指導主事訪問の際に研究授業を公開していますか     1.はい 2.いいえ 
(30)  研究授業の指導案を学年会や教科会等で事前検討していますか   1.はい 2.いいえ 
(31)  研究授業の指導案を学年会や教科会等で検討した後，全教員で検討していますか 1.はい 2.いいえ 
(32)  指導案を検討する際に校長先生に相談していますか    1.はい 2.いいえ 
(33)  指導案を検討する際に指導主事等に相談していますか    1.はい 2.いいえ 
(34)  指導案修正のため先行授業や模擬授業を行っていますか    1.はい 2.いいえ 
(35)  研究授業参観時は写真を撮っていますか      1.はい 2.いいえ 
(36)  その写真を事後協議会で使用していますか     1.はい 2.いいえ 
(37)  研究授業参観時はビデオを撮っていますか     1.はい 2.いいえ 
(38)  そのビデオを事後協議会で使用していますか     1.はい 2.いいえ 
(39)  研究授業参観時は授業記録（速記録）をとっていますか    1.はい 2.いいえ 
(40)  その授業記録を事後協議会で使用していますか     1.はい 2.いいえ 
(41)  外部講師を招へいすることがありますか（平成２６年度中。予定も含む）  1.はい 2.いいえ 
(42)  外部講師はどのような方を招へいしていますか（複数回答。平成２６年度中。予定も含む） 
1.指導主事 2.他校の校長 3.退職した校長 4.他校の教員 5.大学の教員 6.その他（    ） 
(43)  学校の研究成果を公開していますか 
 1.毎年公開している 2.過去５年の内に公開している 3.過去５年のうちに公開したことはない 
(44)  紀要など研究のまとめを作成していますか 
 1.毎年作成している 2.過去５年の内に作成している 3.過去５年のうちに作成したことはない 
(45)  25年度に実施された授業研究の年間開催数 
全教員が参加ア     件 学年会や教科会などで実施イ    件 アとイの計ウ     件 
(46)  全教員が研究授業を参観するとき，研究授業以外のクラスの授業はどうしていますか 
                      1.基本的に自習にしている 2.基本的に下校させている 
 
  







(47)  授業研究の年間研究テーマの設定      4－3－2－1 
(48)  研究授業の担当者の決定       4－3－2－1 
(49)  授業研究の年間計画の決定       4－3－2－1 






(51)  教員間のコミュニケーション状況はいい      4－3－2－1 
(52)  教員間で課題が共有できている       4－3－2－1 
(53)  本校の教員の授業力は高い       4－3－2－1 
(54)  本校の教員は授業を公開することに抵抗はない     4－3－2－1 
(55)  教員によって意識の相違がある       4－3－2－1 
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(1)  授業改善の必要性を，多くの教員が理解している    4－3－2－1 
(2)  教員の多くは，本校において達成すべき使命を共有している   4－3－2－1 
(3)  多くの教員が学校改善に対する責任を意識している    4－3－2－1 
(4)  児童生徒の学力向上のためにはどうすればよいかを多くの教員が理解している 4－3－2－1 
(5)  皆が安心して働くことのできる，働きやすい職場である    4－3－2－1 
(6)  同僚の授業を参観し，意見交換することが習慣化している    4－3－2－1 
(7)  教員の授業を同僚に公開することが習慣化している    4－3－2－1 
(8)  教員の授業に対する同僚からの効果的なフィードバックがある   4－3－2－1 
(9)  休み時間などでも，授業や教育実践に関する話が同僚間で交わされている  4－3－2－1 
(10)  同僚と授業運営や学級経営上の課題についての会話を交わすことがある  4－3－2－1 
(11)  特別に配慮する必要のある児童生徒へ支援の方法について，同僚と話し合う 4－3－2－1 
(12)  多くの教職員が，他の教員を自発的に支援している    4－3－2－1 
(13)  各教員は，独自の考え方で指導方法を工夫している    4－3－2－1 
(14)  各教員は，教材の作成や開発を独自の考え方に立って行っている   4－3－2－1 
(15)  各教員は，学級活動の指導方針をそれぞれ独自に考えている   4－3－2－1 
(16)  本校の児童生徒の特性の解釈について，教員間で相違がある   4－3－2－1 
(17)  教員間で，学校教育目標の解釈の違いが大きい     4－3－2－1 
(18)  職員会議で決めたことで，各教員の受け止め方が異なっていることがある  4－3－2－1 
(19)  校務分掌の担当を交代した場合，それまでのやり方を引き継ぐことが重要である 4－3－2－1 
(20)  校内研修の進め方は，従来のやり方を受け継ぐことが重視されている  4－3－2－1 
(21)  変化を望まない教員が多い       4－3－2－1 
(22)  教員たちは，授業研究に意欲を持って取り組んでいる    4－3－2－1 
(23)  この学校の授業研究にはやらされ感がある     4－3－2－1 
(24)  指導案の検討会により，皆が高まっている実感がある    4－3－2－1 
(25)  指導案の検討過程で管理職は相談にのってくれる     4－3－2－1 












(27)  授業研究の推進には管理職のリーダーシップが機能している   4－3－2－1 
(28)  地域の協力を得た授業がよく行われている     4－3－2－1 







(30)  教材研究に対して時間をかけ，教材の吟味を重ねること    4－3－2－1 
(31)  ねらいを達成するのにふさわしい教材や教具を選択し，適切な使い方をすること 4－3－2－1 
(32)  教材について正しく理解したり，深く理解したりすること    4－3－2－1 
(33)  単元目標や授業目標を明確にし，単元の指導計画や１時間の授業を計画すること 4－3－2－1 
(34)  児童生徒の反応や状況を把握し，適切に対応すること    4－3－2－1 
(35)  児童生徒の思いや考えを引き出すこと      4－3－2－1 
(36)  先生や友達の話をしっかり聞ける状況を作り出すこと    4－3－2－1 
(37)  個の学習状況を把握し，適切に対応すること     4－3－2－1 
(38)  的確な指示を行ったり，分かりやすく説明を行ったりすること   4－3－2－1 
(39)  基本的な学習ルールを定着させて，的確な指示を出して学習集団を動かすこと 4－3－2－1 
 
Ⅲ．教育委員会（都道府県又は市町村）の指導主事が訪問することについて，この学校の皆さん 




(40)  教育委員会の指導主事が訪問することは学校の活性化につながっている  4－3－2－1 
(41)  教育委員会の指導主事の助言によって授業の考え方が変わることがある  4－3－2－1 
(42)  教育委員会の指導主事の助言によって授業研究の進め方が改善されている  4－3－2－1 
 
Ⅲ．最後に，あなた自身の次のことについてお教えください 
(43)  教職経験年数（非常勤講師や臨時採用の期間は含みません）           
(44)  本校に赴任してからの年数               
(45)  性別          1.男性 2.女性 
(46)  前年度担当した研究授業の実施回数              
(47)  これまで次の役職を経験したり，今役職についたりしていますか（複数回答） 
























ブロック計 ― ― ― 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0






ブロック計 ― ― ― 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0






ブロック計 ― ― ― 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0






ブロック計 ― ― ― 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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― ― ― 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0













































― ― ― ― ―― ― ―
総　計
総異動率 ― ―
























































平成25年度 教職員の人事異動に関する調査 （平成25年９月～12月） 
小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! ― ― ― ― ― ― #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! ― ― ― ― ― ― #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
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0 0 0 0 0 0
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#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! ― ― ― ― ― ― #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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管理職 教員等 事務職員等 管理職事務職員等 管理職 教員等 事務職員等
（Ｅ／Ｇ） （Ｆ／Ｇ） ― （Ｇ／Ａ）（Ｄ／Ｇ）
（Ｅ／Ｇ） （Ｆ／Ｇ） ― （Ｇ／Ａ）（Ｄ／Ｇ）
（Ｅ／Ｇ） （Ｆ／Ｇ） ― （Ｇ／Ａ）（Ｄ／Ｇ）
（Ｅ／Ｇ） （Ｆ／Ｇ） ― （Ｇ／Ａ）（Ｄ／Ｇ）
（Ｅ／Ｇ） （Ｆ／Ｇ） ― （Ｇ／Ａ）（Ｄ／Ｇ）































（　　） （　　） 　　（　　） 　　（　　）
（　　） （　　） 　　（　　） 　　（　　）
（　　） （　　） 　　（　　） 　　（　　）
４．へき地学校教職員の人事交流状況（平成２５年度定期人事異動）
（単位：人）























































































































































































平成25年度 教職員の人事異動に関する調査 （平成25年９月～12月） 
E-mail
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総　計






























異動率 ― ― ― ―――
同一ブロック内
























平成25年度 教職員の人事異動に関する調査 （平成25年９月～12月） 
小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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教員等
（Ｇ／Ａ）（Ｅ／Ｇ） （Ｆ／Ｇ） ―（Ｄ／Ｇ）
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